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第１章 背景と目的 
１. 背景 

福島県においては、震災から 8 年が経過し、各種復旧・復興支援施策等により事業所数の回復が見られ

る中、イノベーション・コースト構想の取組の進展、産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所

の開所から 5 年になるなど、県内に知的財産（以下、「知財」という。）が生まれ、活用される環境整備

が進み、知財活用の気運の高まりがみられる。この知財活用気運の高まりをさらに進めて行くためには、

具体的に知財を経営に生かした県内のビジネス事例を示し、中小企業者等が知財活用の重要性を身近に感

じられるようにすることが重要である。 

他方で、県内の中小企業者等が知財を活用して事業を創出し、また、知財を適切に活用した経営を進め

ていくためには、知財についての専門的な知見を有する者による支援が重要となるが、そのような支援人

材は必ずしも十分にいない状況にある。また、地域においては、各地域で地域産業振興の拠点とされる公

的研究機関（独立行政法人、地方独立行政法人、公設試験研究機関等）及び企業等が保有する技術シーズ

を活用した新規事業の創出が活発に行われているとは言い難い面がある。その要因としては、ニーズ起点

で技術シーズをマッチングさせて事業化し、キャッシュフローを生み出す事業化創出機能や、事業構想を

具現化するための力技・知見・ノウハウを持つ人材等が不足していることが考えられ、当該機関や企業等

が有する技術力や知財を、地域の課題に根ざした事業の中で活用することは、雇用創出・経済活動活性化・

利便性向上等による地方創生の観点から重要である。 

 

２. 目的 

上記背景から、令和元年度中小企業等知財支援施策検討分析事業（福島知財活用プロジェクト事業創出

実証研究事業）（以下、「本事業」という。）では、ビジネスの知見を有するビジネス・プロデューサー

（BPD）の派遣を通じ、知財を活用した事業を創出するための実証研究を行うものとする。さらに、当該

ビジネス・プロデューサーの活動等を検討・分析し、そのノウハウを県内の中小企業支援機関人材に共有

することは、福島県における知財活用を推進する上で重要な取組みになると考えられる。これら県内の知

財を活用した事業創出活動等の環境整備を通じて、福島の産業復興を支援するとともに、先進的な地域の

知財活用推進モデルを構築することを本事業の目的とした。 
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図表 4 スケジュール案 

 

 

（２）各種規定類の整備 

本事業で派遣したビジネス・プロデューサーは、当法人での正職員として雇用しているため、就労

規定やコンプライアンス規定等については、当法人で通常運用している規定類を適用して事業を遂行

した。 

 

（３）マニュアル類の整備 

上記同様、ビジネス・プロデューサーは就労管理や危機管理マニュアル等、当法人で通常運用して

いるマニュアル類を適用して事業を遂行した。 

 

（４）ビジネス・プロデューサーの活動に関する経理等の庶務管理業務 

ビジネス・プロデューサーの活動に関する経理等の庶務業務を実施した。それらは、本事業のため

に設置した事務局内の事務方が担当した。なお、大元では当法人本部の事務方が統括しており、ビジ

ネス・プロデューサーにも当法人職員と同様の庶務管理体制を提供した。 

作業手順 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

マイルストン 契約 6/1 BPD派遣開始⇒ビジネスプロデュース活動 評価

１ 有識者委員会の設置と運営
第1回委員会 第2回委員会 第3回委員会

委員委嘱

２ BPDの派遣実施体制の整
備

体制構築

事業スケジュール
合意

３ BPDの派遣
BPD決定 BPD派遣
派遣先決定

４ BPDの活動の環境整備及
び支援業務

環境整備

専門家による支援
体制構築

５ BPDの活動状況の管理

管理方法決定

委員会での検討議論方針決定

成果事例報告書構成
案策定

６ BPDの指導支援及び調整
業務

体制構築

地域支援ネットワーク連携
等の現地体制構築

７ BPD及び派遣先機関の評
価業務

評価基準案提示

評価実施

８ BPDの活動分析業務 活動分析方法案提示 分析結果案提示

９ BPDの業務

1件目の成功事例 2件目の以降の成功事例
産業振興機関の巻き込み

その他：メディア活用、教育機関連携、人材育成等

１０ 事業報告書の作成 報告書作成・納品
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図表 5 ビジネス・プロデューサーの活動に関する庶務管理業務 

 

（５）事務連絡等の連絡業務 

ビジネス・プロデューサーへの事務連絡として、各種規程類、マニュアル類の周知、特許庁からの

指示・連絡事項等を実施した。これらの事務連絡を実施する体制として、簡易な事務的な内容（ビジ

ネス・プロデューサーからの証憑類の収集整理や特許庁への提出書類の整備等）は事務局の事務方が、

事務方では対応できない難易度の高い事項（派遣先地域の企業から打診のあるビジネス・プロデュー

サーでは対応が難しい事業承継や高度な知財戦略といった専門的な相談などの対応）はビジネス・プ

ロデューサー補佐が対応することとした。 

図表 6 ビジネス・プロデューサーの活動に関する連絡業務 

 

３.ビジネス・プロデューサーの派遣 

（１）ビジネス・プロデューサーの選定 

本事業のビジネス・プロデューサーについては、これまでの実績等も踏まえ次の人物を選定した。

また、公益財団法人福島県産業振興センターを本事業のビジネス・プロデューサー派遣先として選定

した。 

 

BPD 当 人

PMO

経理処理
依頼

経理処理
依頼

必要に応じて
報告

確認

当 本
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②. 月次報告及び事業報告書 

ビジネス・プロデューサーが月次報告を作成し、毎月派遣先である公益財団法人福島県産業振

興センターに活動状況を報告した。それにより派遣先が、本事業の活動を随時把握することを可

能とした。 

図表 11 月次報告書の雛形 

  

事務局にて月次報告の雛形を作成し、ビジネス・プロデューサーが当月の実施事項や課題とい

った事項を記入し、派遣先機関における関係者内で合意を取り、当法人との内容確認を経て、特

許庁に報告するフローを採用した。報告の内容は、当月実施事項と課題、来月実施事項といった

内容とした。以下に月次報告の項目と概要を示す。 

図表 12 月次報告の項目と概要 

１. 事業活動の進捗 

 当月の主な活動内容を中心に事業化の進捗状況や課題を記載 

２. 特筆すべきシーズ、企業情報 

 特に注目すべきシーズや企業の内容、具体的な支援方針などを記載 

３. 連携強化会議の報告 

 月次で参加した地域ネットワーク進捗会議の報告を記載 

４. 派遣先のコメント 

 派遣先に内容について説明し BPD の活動に関するコメントの記入を

依頼 
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②. ビジネス・プロデューサーの指導・支援 

本事業においては、前年度にて他県での事業プロデューサー（事業 PD）を経験し事業評価に

おいても高い実績を有するビジネス・プロデューサーを選定していることもあり、一般的なビジ

ネスの基礎知識や「知的財産を活用した地方創生」に即した活動をするための「認識合わせ」（地

域におけるビジネス・プロデューサーの役割や位置づけの確認、進捗に合わせた課題の整理確認・

軌道修正・解決策等の議論と合意形成など）については、既に十分理解している状況にあった。

そのため、ビジネス・プロデューサーの必要に応じて、当法人にて各専門家による助言や、外部

機関の人脈紹介等の支援を適宜実施した。 

 

（２）地域支援ネットワーク関係者との連携強化会議 

ビジネス・プロデューサーの事業創出活動に関する知見、ノウハウを地域支援ネットワーク関係者

に知識移転すること、将来的なビジネス・プロデューサーの活動を実践できる人材の発掘・育成、そ

して本事業の周知・普及等を目的として、以下の地域支援ネットワーク関係者開催の会議等に参加し

た。なお、これらの各種会議・セミナー等にすることは、ビジネス・プロデューサーが福島県におけ

るビジネスの風習や優れた技術・ビジネスアイデアを発掘するための知識習得や情報収集を行うため

のものでもある。 
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図表 16 訪問・支援先企業の一覧 

 

Ｎｏ 事業名 企業・団体名 所在地 紹介先 支援内容

１
白河だるまの地域団体商
標の取得

・白河だるま総本舗
・佐川だるま

白河市 白河市 地域団体商標取得支援

２ ドッグラウンジ 株式会社ケイエスエム 郡山市 郡山市 ドッグラウンジの販路開拓支援

３ 消防アプリ S.A.F.E. 情報整備局 須賀川市 福島県発明協会
消防アプリS.A.F.E.の販路開拓・
ブランディング支援

４ 着物ヒジャブ 合同会社WATASI JAPAN 白河市 白河市
着物ヒジャブの販路開拓・ブラン
ディング支援

５ フェアリーシルク 齋栄織物株式会社 川俣町 東邦銀行 シルクの販路先開拓支援

６ ハニリアルボード 神田産業株式会社 須賀川市 福島県発明協会
ハニリアルボードの販路先開拓
支援

７ 日本産医療器具の製造 株式会社マイステック 郡山市 福島県発明協会 医療用器具の販路先開拓支援

８ 田んぼのオーナー制度
・いわき市農林水産部農地
課
・浜松市企業

いわき市
浜松市企業
いわき市

コンテンツ・運営における助言・Ｐ
Ｒ等の支援

９ おいしさの見える化 マクタアメニティ株式会社 伊達市 福島県発明協会 アプリの販路先開拓支援

１０ 県産くだものの販路拡大 有限会社くだもの畑 福島市 福島県発明協会
県産くだものの販路開拓、新規

１１ ツイストボトルラック ティ エフ オー株式会社 矢吹町 福島県発明協会
ツイストボトルラックの販路開拓
支援

１２ 大堀相馬焼
・松永窯
・いかりや商店

白河市 白河市
大堀相馬焼の販路開拓・拡大支
援

１３
ドライヘルパー
（物干し補助具）

株式会社想いを創る 会津美里町 福島県発明協会
ドライヘルパー関連商品の商品
化、販路開拓支援

１４ 会津本郷焼 会津本郷焼事業協同組合 会津美里町 福島県発明協会 会津本郷焼の販路開拓支援

１５
和紙製応援太鼓と楕円の
おちょこ

株式会社アサヒ研創 郡山市 郡山市
和紙の応援太鼓と楕円のおちょ
こシリーズの販路開拓支援

１６
ケナフを活用したエコマテ
リアル

株式会社ハート・プラザ 喜多方市 喜多方市
ケナフから抽出したカーボン（添
加剤）の販路開拓支援

１７ エゴマ選別機 日ノ出工機株式会社 郡山市 郡山市
エゴマ選別機の知財取得、販路
開拓支援

１８ 畳縁カバン 松浦畳店 二本松市 福島県発明協会
畳の縁（へり）を利用したバッグ
の販路開拓支援

１９
かつらクリップと受精卵保
存容器

株式会社ナガヨシ 石川町 福島県発明協会
かつらクリップと受精卵保存容器
の販路開拓支援
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図表 17 成功事例ペーパー（合同会社 WATASI JAPAN） 

 

本事業の成功事例の一つとなった福島県白河市を拠点とする合同会社 WATASI JAPAN は、代表

の名和氏が「出産・育児を機に仕事を諦めた優秀な女性の活躍の場を増やしたい、地元の優れた縫製

技術を後世につなげたい」という想いから、既に使用されなくなった着物を活用し、着物の伝統的な

和柄デザインを活かしたムスリム女性向けの着物（ヒジャブ・アバヤ等）の縫製・販売を実施してい

る企業である。 

当該企業の現状の課題としては、育児中の女性を中心とした少数精鋭の体制で事業を展開しており、

安定的な商品の供給が難しく、特に対企業向けといった大型受注等の商談が成立しにくいといった生

産体制の課題、また営業リソースが不足しており積極的な新規販路開拓が実施できないといった営業

面での課題、そして国外企業からの引き合いに対し、模倣品対策といった十分な知財保護の対応が行

われていないといった知的財産面での課題があった。 

これらの課題に対し、ビジネス・プロデューサーが主体となって次のような支援を実施した。 

 

 歴史的に紡績・繊維産業に強みを持つ白河市の地域特性に着目し、（一社）産業サポート白河

と協力して、地元縫製企業である（有）ソーイングふくしんと事業連携を構築した。本商品に

おける生産体制の拡大及び地元での就労機会の増加を目指すと共に地元の優れた縫製技術の

活用等を通じて品質の向上を実現した。 

 顧客が気軽に本商品を体験してから購入を検討できるように、福岡県で訪日外国人旅行者向け

に着物レンタル事業を展開する企業への本商品導入を行った。新たなマーケットとしてレンタ

ル事業への販路展開を実現した。 

 丸の内の訪日旅行者向け総合観光案内所「JNTO TIC」内にある着物体験施設（事業者：三菱

地所）にて本商品を導入し認知度向上を図った。 
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 今後の新商品開発において、国内外での商標・意匠取得における知財戦略についてのアドバイ

ス等を行った。 

 

今後の更なるビジネス拡大に向けて、当該企業はサウジアラビアやインドネシア等の国外展開に向

けた検討、新たなターゲットを視野に入れた新規商品の開発等を行っており、本事業を通じて引き続

き支援を行っていく予定である。 

 

 

８. ビジネス・プロデューサーの評価業務 

（１）評価業務の概要 

本事業におけるビジネス・プロデューサーの活動を公平に且つ適切に評価し、派遣先の企業等の経

営改善に寄与しているかどうかを的確に判断することが重要である。そこで、本事業では企業もしく

は支援機関において令和元年 9月の支援開始から調査時点までに達成された効果及び変化と、支援開

始からおよそ 1 年後の令和 2 年 9 月頃までに見込まれる効果もしくは変化について検討を行い、社

会的投資便益率（SROI）の手法を用いてビジネス・プロデューサー派遣における妥当性及び今後の

派遣継続の可否について評価を実施した。 

社会的投資便益率（SROI）とは、プログラム評価の一種であり、有効性評価や公民連携評価のツ

ールとして有効な手法である。事業の価値を可視化することで、事業改善へ役立てたり、社会的・経

済的価値創造のプロセスを地域内外で共有したりすることが可能となっている。なお、当該評価は本

事業実施期間の中間となる令和 2 年 1 月頃を基準として、各企業・支援機関への調査を実施した。3

カ月に 1回程度の期間を目途に社会的投資便益率を算出し、評価を実施した。 

 

（２）ビジネス・プロデューサーの評価基準 

ビジネス・プロデューサーの活動を評価するにあたっての観点として、知財に関する変化と、事業

推進に関する変化の 2 点を定めた。本事業では、事業化を進めていく上で、戦略的に知財を活用し、

さらなる発展を目指すための支援を行うことが重要である。よって、ビジネス・プロデューサーがど

の程「知財」と「事業化推進」に貢献できたのかに焦点を当てることとした。また、事業推進に関す

る変化に関しては、定量的な数値（売上等）を使用することにより、より評価結果を具体的な内容と

し、定性的な効果と定量的な効果の測定方法のバランスを取るものとした。 

 

評価の観点は具体的に以下の通りである。 
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図表 18 評価基準の観点 

 

また、以下の内容を評価基準として、ビジネス・プロデューサーの評価を実施した。評価基準は、

支援先企業向け、支援機関向けの 2パターンの基準を策定した。 

図表 19 評価基準（支援先企業向け） 

 

評価の観点

知財

• 知財に関する認識の向
上

• 知財の出願・登録の実
施

定性的測定内容 定量的測定内容

事業推進 事業推進 その他

• 事業化推進を検討する
機会の増加

• 事業化推進を担う人材
の増加

• 他団体・機関との連携の
深化

• 新規雇用者の増加

• 上市件数の増加

• 取引先件数の増加

• 製商品の用途の拡大

• 企業・ブランドのイメージ
向上（測定方法はメディア
掲載費用であるため、ア
ンケートには含まない）

• 中小企業振興における
知財活用の重要性に関
する認識が向上した人
材の増加

• 事業化推進を検討する
機会の増加

• 中小企業の事業化推進
のための新たな施策の
増加

• 事業化推進を担う人材
の増加

• ビジネス・プロデュー
サーとの連携の度合い

支援
企業

支援
機関

問
１

企業概要について

・売上高、従業員数等

問
２

商品化・知財出願・取引・売上等におけるBPD派遣の効果について

・BPDの支援によって、上市件数が増加したか（増加した場合の取引増加額、全体売上
の割合）

・BPDの支援によって、取引先が増加したか（増加した場合の売上取引額）

・BPDの支援によって、製商品の用途が拡大したか（用途拡大した場合の売上増加額）

・BPDの支援によって、売上高の増加があったか（増加した場合の売上増加額）

・BPDの支援によって、知財（特許、実用新案、意匠、商標等）に関する認識は向上した
か（向上した場合の関連職員数、向上関連して起きた変化）
・BPDの支援によって、知財（特許、実用新案、意匠、商標等）の出願・登録は進んだか
（進んだ場合に要した総時間、出願・登録件数）

問
３

事業化に関する社員の意識・スキルの変化へのBPD派遣の効果について

・BPDの支援によって、事業化に意欲のある人材は増加したか（増加した場合の従業
員人数、全体従業員の割合）

問
４

組織能力等の改善（連携能力を含む）へのBPD派遣の効果について

・BPDの支援によって、事業化に向けての企業間連携・コミュニケーションは増加したか
（増加した場合の平均時間とその関連従業員の人数）

・BPDの支援によって、事業構想の策定件数は増加したか（増加した場合の策定件数、
要した従業員人数と平均総従事時間

・BPDの支援によって、新規に雇用する従業員数は増えたか（増えた場合の増加人数：
正職員、非正規職員別）

問
５

BPDの貢献度について

・BPDが派遣されている期間に、同派遣事業以外に、類似の伴走型の支援サービスを
受けていたか

・BPDによる支援が総じてどの程度貢献したと評価しているか

・BPD派遣事業が終了後も、BPDによる支援の成果等を活かして、さらに事業改善・事
業拡大を推進できるという見通しがあるか

・BPD派遣事業について、事業期間終了後の類似の事業の継続を希望するか

・その他（自由記入）
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図表 20 評価基準（支援機関向け） 

 

（３）評価業務の対象先・実施方法 

ビジネス・プロデューサーを評価する対象先は、少なくとも 2回以上打合せを行い支援している企

業もしくは打合せ数は少ないが、今後ビジネス・プロデューサーの支援展開が見込まれる企業、ビジ

ネス・プロデューサーと一緒に支援先企業へ同行したことのある支援機関とした。具体的に本事業で

関与のある 10企業と 10団体に対しアンケート調査を実施した。 

 

本事業において実施した社会的投資便益率（SROI）の評価の内容としては、①事業化支援、②知

財活用支援、③地域連携強化、④メディア掲載による認知度向上効果となっている。①、②、③にお

いては、支援企業、支援機関両団体へアンケートを実施し、どの程度それぞれの分野に貢献したのか

について検討を行った。④については、新聞等メディアに掲載された回数や記事の大きさから、本事

業や支援事業の認知度向上を計測し、社会・経済的効果（インパクト）を計測した。 

 

（４）ビジネス・プロデューサーの評価 

本事業におけるビジネス・プロデューサー派遣の評価となる社会的投資便益率（SROI）は、1.73

という結果となった。約半年程度の派遣及び支援ではあったが、便益が費用を上回る効率性が見込ま

れるといった結果となった。 

問
１

中小企業の事業化推進支援に関する実績や見込みについて

・BPDの支援によって、中小企業の事業化推進について検討する機会は増えたか

・本事業がきっかけとなって、事業化推進のために新規に開催されるようになった会議
や、定例会議で事業化推進に関する議題に追加されることはあったか（あった場合は
何件程度あったか、またその平均時間及び参加人数）

・BPDの支援によって、中小企業の事業化推進のための新たな施策（あるいは新たな
事業計画）等が策定されたか（された場合の策定件数、予算規模、既存事業との予算
規模の差異）

問
２

本事業の人材育成や組織能力（連携能力を含む）への影響について

・BPDの支援によって、中小企業の事業化推進について理解や意欲のある人材は増
えたか（増えた場合の増加人数）

・BPDの支援によって、中小企業振興における知財活用の重要性に関する認識が向
上した人材は増えたか（増えた場合の増加人数）

・本事業におけるBPDとの打ち合わせ等のために、１カ月平均でどのくらいの時間を
使ったか（打合せに参加した月平均の人数、実施時間）

問
３

地元中小企業の事業化促進におけるBPDの貢献度について

・BPDによる支援が総じて地元企業の事業化促進にどの程度貢献した、あるいは貢献
すると評価するか

・BPD派遣事業が終了後も、BPDによる支援の成果等を活かして、さらに事業改善・事
業拡大を推進できるという見通しがあるか

・その他（自由記入）
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（５）今後の継続可否判断 

ビジネス・プロデューサーの評価結果に基づき事業継続可否の判定を行う方法として、以下の考え

方で判定を行った。ビジネス・プロデューサーの評価が、社会的投資便益率（SROI）における総便

益費用を 1.0以上といった結果であれば基準点以上と判断し問題なし、ビジネス・プロデューサーの

評価結果が基準点未満（1.0 を下回る）でも派遣先機関の評価が一定水準以上あれば問題なし、どち

らの評価結果も一定水準を満たさない場合であれば原因を究明して、原因によってはビジネス・プロ

デューサー派遣の継続可否を判断するという考え方に基づき実施した。 

図表 22 事業継続可否判断をするための判定方法 

 

本事業で実施した評価結果については、社会的投資便益率（SROI）が、1.73と算出され基準点 1.0

を上回る結果となった。更に、アンケート調査実施先の企業や支援機関からも肯定的な意見を数多く

みられた。よって、最終的な評価結果としてビジネス・プロデューサーを本事業が終了するまで派遣

を継続するといった判断結果となった。 

 

 

９. ビジネス・プロデューサーの活動分析報告 

（１）成功事例の分析 

本事業においては約半年程度の派遣期間となったが、日々の企業訪問や支援活動等を通じて少なく

とも 1件の事例を創出し、「成功事例」として公開することができた。ちなみに、今年度の本事業に

おける「成功事例」としての定義は、当法人では次のように考えている。本事業ビジネス・プロデュ

ーサーの支援を通じて、「売上や利益への貢献につながることができたか」、また「販路開拓等を通

じて新たなマーケット市場への上市参画を期待することができるか」といった観点で、企業にとって

成長に資する一定の結果を産み出すことができた支援活動を「成功事例」として位置付けた。今年度

の本事業における成功事例を創りだすことができた要因としては、主に次のようなものが考えられる。 

BPD

問題なし 問題なし 原因究明

yes

BPD に実力

があれば、派
遣先の能力
に関係なく事
業を推進でき
る

BPDの実力

が不足してい
ても、派遣先
の力で事業を
推進できる

yes

no

no

両 評 価 に
ギャップがあ
ると、事業継
続が疑わしい
ため、原因を
究明して対策
を打つ必要
が出てくる

評価が
基準点以上か

一定の評価を
受けているか
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動が制限されてしまう。そこで下図のように、特定の産業振興機関のみに制限されず、地域の産業振

興機関関係者全体のリード役として活動を行うことを意識し、その役割を維持しながら活動すること

が大変重要であった。一つの案件に多数の産業振興機関が関わりながら地域一丸となって成功を目指

し、皆で成功体験を共有しながらまた次の案件に取り組んでいくことで、また次の成功を目指すこと

ができたと考えている。実際に、本事業の支援においても自治体からの支援企業の際に地域の産業振

興機関の職員の方にも同席頂き、一緒に支援内容等を検討しアクションを起こしていくといったケー

スが頻繁にあった。地域産業振興機関には通常はこうした横串の役割はあまり設定されていないため、

ビジネス・プロデューサーがその役割を担うことができたのは、やはりその役割が地域で必要と認識

されつつも空白になっており、求められていたからであると思われる。この協力体制は今後も積極的

に活用していくべきであり、ビジネス・プロデューサーを中心に更に協力・連携体制を拡大していく

べきものと考える。 

図表 24 地域におけるビジネス・プロデューサーの位置づけ 

 

事務局のサポート体制 

本事業では、ビジネス・プロデューサーを 1名福島県に派遣して活動内容の結果に全て責任を持た

せるような放任型の派遣は行わずに、ビジネス・プロデューサーの壁打ち相手や事務的サポート等の

ために「ビジネス・プロデューサー補佐」を事務局から派遣して事業を進めた。また、事務局もビジ

ネス・プロデューサーとビジネス・プロデューサー補佐を全面的にバックアップする姿勢で事業に取

り組んだ。いわばビジネス・プロデューサーを中心として事務局も一体となって取り組んだことが、

今回の成功要因の一つとして挙げられるものと考える。 
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図表 25 ビジネス・プロデューサーと事務局の役割と連携 

 

本事業は実質半年程度の活動期間であったが、それでも 20 事業者以上との面談の機会があり、ビ

ジネス・プロデューサーとして支援を行った。支援先の事業者が増えるにつれてビジネス・プロデュ

ーサーのタスクは山積し、大きな活動方針の打ち出しから、小さな事務的タスクまで幅広かつ多様な

粒度のタスクに追われるようになった。その際、ビジネス・プロデューサー補佐と事務局がうまく連

携し、それらタスクを分担して受けることで、ビジネス・プロデューサーの負荷を最小化し、本来ビ

ジネス・プロデューサーがその能力を割くべき活動に能力を最大限発揮できるようにしたことは、本

事業の成功要因の一つである。 

また、本事業のビジネス・プロデューサー補佐、事務局を務めた全ての当法人職員が、事務職員で

はなく自らも経営やコンサルティング経験のある現役のビジネスコンサルタントで構成されていた

ことも重要であったと考えている。こういった体制で本事業に臨むことで、ビジネス・プロデューサ

ーがビジネスモデル構築等で悩むときの良き壁打ち相手になることができる。また、ビジネス・プロ

デューサーがリレーションや知見を探すときに連携してより優れたソリューションを見出すことも

可能である。本事業においても、ビジネス・プロデューサーからこぼれたタスクを拾ってビジネス・

プロデューサーの代替として支援先企業との調整・支援に入ることもあったこともあり、ビジネス・

プロデューサーの活動をバックアップする役割として大いに貢献できたものと考える。 

 

（２）失敗事例の分析 

本事業では成功要因だけではなく、支援内容の中での失敗要因にも着目し、失敗の要因等を踏まえ

て改善事項の検討を行うことで、将来的に県内で自律的に展開されることが期待される継続事業に活

かすことが重要と考えている。 

まず失敗要因の前に、当法人では本事業に関する失敗事例を以下のように定義している（図表 26）。

ビジネス・プロデューサーは、まず企業を訪問して支援対象とするかどうかを検討し、対象となった

企業について、支援終了と判断するまでは支援を実施する。従い、支援が何らかの理由でトーンダウ

ンもしくは途中終了した事例が本事業においての失敗事例になると考えられる。 
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図表 30 特許出願・登録件数の全国との比較 

 
（出所）特許行政年次報告書 2019年版 

福島県においては地域別に産業構造が異なるため、より的確な施策を打っていくためには、もう少

し細かな分析が必要である。そこで、新たな知財分析の取組みとして、知財の取得・活用情報を地域

や産業別で分析し定量的に分析し、状況を可視化することで、福島県内における知財取得・活用状況

等の実態・現状を明らかにすることにした。 

しかし、知財活用に関する従来の調査・分析では、全国規模や都道府県単位での分析結果のみとな

っており、規模や環境の差による中小企業と大企業間の知財取得・活用状実態などの比較や知財を取

得し活用したことによる、事業の業績変化等についての実態を把握することが困難な状況にあった。 

そこで、本事業の分析においては、企業データと特許情報のデータを名寄せして組み合わせたデー

タベースを使用した。 

図表 31 分析に使用したデータ 

 

特許出願件数 特許登録件数

福島県 228件 130 件

全国 253,630件 152,440 件

全国に占める福島県の割合 0.09% 0.09%

特許出願件数ランキング

件数 割合

1 東 京 127,577 50.30%

2 大 阪 31,354 12.36%

3 愛 知 29,333 11.57%

4 神 奈 川 13,575 5.35%

5 京 都 10,529 4.15%

…

35 福 島 228 0.09%

特許登録件数ランキング

件数 割合

1 東 京 77,208 50.65%

2 愛 知 17,705 11.61%

3 大 阪 17,076 11.20%

4 神 奈 川 9,739 6.39%

5 京 都 5,353 3.51%
…

33 福 島 130 0.09%

企業データ  帝国データバンク社が企業調査し、及び国税庁の法人番号公表サイトより収集した情報を使用

特許情報  レクシスネクシス社が109か国から収集した1億1500万件超の特許情報を使用

データソース

データの特徴

これまで 今回

名寄せの実施

地域別

 企業情報と特許情報を名寄せして結合させた
データを使用した

 英語等、多言語での表記の紐づけや、社名の
変更があった場合には過去の社名の紐づけも
行っている

 住所データをもとに、地域別の分析を実施

 統計や情報ごとに、データベースがバラバラな
ため、特許データと企業情報を組み合わせた
分析ができない

 福島県全体での分析となっており、地域ごとの
特性や傾向は不明

ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供の世界3億社以上の企業情報を収録するデータベース（Orbis）および企業情
報と特許情報を結合させたデータベース（Orbis Intellectual Property）を使用。
ビューロー・ヴァン・ダイク社は全世界160社超の信用調査会社と提携しデータベースを作成している。
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図表 32 福島県の 7つの地域の概要 

 

今回の分析で対象とした企業数は 68,509社であった。規模別企業数は Very large company（VL）

が 137社で全体の 0.2%、Large company（L）が 1110社で全体の 1.6%、Medium sized company

（MS）が 7,655 社で全体の 11.2%、そして Small company（S）が 59,607 社で全体の 87%であっ

た。それぞれの企業規模の定義は、売上高、総資産、従業員数を軸として定義した。また、中小企業

基本法の定義による中小企業者の定義も参考にしている。 

図表 33 規模別企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

母集団データの属性としては、全体の約 65%が業種不明であった。また、約 99%が特許未取得企

業であり、特許を取得している企業のデータは 421社、直筋 5年に絞ると 72社であった。 

福島県3地のエリア、7つの地域と特色

会津

会津地域 観光地（自然）、農業（米）、コンピューター技術（会
津大学）

南会津地域 観光地（自然）

中通り

県北地域 県庁所在地、美術等文化、農業（くだもの）

県中地域 商業、工業、農林業

県南地域 文化財、工業団地

浜通り

相双地域 発電所、水産業

いわき地域 工業、水産業

（出展）福島県「７つの地域」、福島県公式ホームページ
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図表 34 業種と特許取得有無 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

母集団データの属性として、特許取得数 200件超の企業はほとんどが Very large company となっ

ている。 

図表 35 特許取得数の頻度分布 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

企業数が国税庁ベースと法務局ベースで約 6,000件の差異が発生している。この理由は法人番号と

法人登記の影響だと考えているが、当該分析において大きな傾向を見るには問題ないと判断した。 
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図表 36 企業数に関する数字の裏付け 

 

県内の中小企業の特許取得状況が明らかになるよう、データを絞り込んで分析を行った。まずはそ

れぞれの業種で、どの程度特許を取得しているのかを明らかにするため、業種が不明な企業は除き、

明らかな企業 23,157 社を分析対象とした。しかし、特許を取得している企業のサンプル数を確保す

る為、業種は不明だが、特許を取得している企業 89 社も分析対象とした。特許を 1,000 件以上保有

している Very large company が 2社あり、分析対象とすると特許取得状況の分析結果に影響をもた

らす可能性がある。また、本事業の対象は中小企業である為、Very large company137 社を除く、

Small company、Medium sized company、Large company を分析対象とした。 

図表 37 分析対象とするデータの絞り込み 
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どの地域でもほとんどが Medium sized company もしくは Small company の企業であり、県北・

県中では Medium sized company の層が厚く、Large company も多くなってくる。 

図表 38 7地域×規模 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

どの地域でも概ね、第 3次産業（サービス）、第 2次産業（製造以外）、第 2次産業（製造）の順

で多い。 

図表 39 7地域×業種 大分類 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

どの地域でも概ね、卸売・小売業、建設業が多く、そのあとに製造業が多いことがわかる。 
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図表 40 7地域×業種 中分類 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

業種中分類で特許取得企業のみに絞ると、製造業の割合が高いことがわかる。全企業数では県中・

県北の順だったものが、特許取得企業になると県北が逆転し、いわきエリアの企業が健闘しているこ

とがわかる。 

図表 41 7地域×業種中分類×全期間特許取得 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

さらに直近 5年で特許を取得した企業に絞ると、さらに製造業の割合が上がり、県中では製造業以

外の割合が下がる傾向にある。 
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図表 42 7地域×業種中分類×直近 5年特許取得 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

特許の数でみると、さらに製造業の割合が顕著に高くなる。県北が多いのは変わらないが、いわき

が県中よりも割合が高くなる。 

図表 43 7地域×業種中分類×全期間特許 特許数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

直近 5年の特許に絞ると、製造業ではいわきが県北と県中を逆転ししていることがわかる。 



36 

 

図表 44 7地域×業種中分類×直近 5年特許 特許数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

製造業を細分化した場合、県北は「その他非金属鉱物」、いわきは「加工金属」が多いが、特許を

多数出している Very large company が含まれているので除く必要がある。 

図表 45 7地域×製造業小分類×直近 5年特許 特許数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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Very large company を除くと、県北といわきともに「コンピューター」、県北においては「機械・

装置」・「ゴム・プラスチック」が多い。県中は「電気設備」が多いことがわかる。 

図表 46 7地域×製造業小分類×直近 5年特許 特許数 VL企業除く 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

全期間・全産業・企業規模別では、Very large company、Large company、Medium sized company、

Small company いずれもが特許を取得しており、Medium sized company、Small company は企業

数絶対値に比して健闘している。製造業に限らなければ県中も多い。 

図表 47 7地域×全期間特許取得×企業規模 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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しかし直近 5年に絞ると、特許を取った企業はほとんどが Very large company、Large company

であり、Medium sized company 、Small company は少ない傾向となっている。県中も大きく減少

している。 

図表 48 7地域×直近 5年間特許取得×企業規模 企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

特許取得数においては、Very large company では伸びているが、Large company、Medium sized 

company、Small company は低調である。Very large company を除いた場合、Large company でも

増加傾向にあるが、Medium sized company、Small company では減少傾向にある。 

図表 49 特許取得数×企業規模 推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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出願自体は、Very large company では直近数年で減っているが、20年で 250件前後を維持してい

る。 Large company、Medium sized company は減少傾向にある。 

図表 50 特許出願数×企業規模 推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

地域別に見た場合、県北が大幅に減少していることがわかる。地域×規模別では、県北・県中の Very 

large company の減りをいわきが補っている。県中・いわきの Medium sized company が微増して

いる。 
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図表 51 7地域×特許出願数×企業規模 推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

特許出願・取得動向において、県北・県中よりもいわきが知財的には活発になってきている傾向が

あることがわかった。 

図表 52 結果取り纏めと課題推察 

 

上記結果より知財の活用が盛んな場合は下記のような影響があると仮定し、分析を行った。 
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図表 53 知財の活用状況と業績の分析方針 

 

下記の要領で“出願アリ企業”の絞り込みを行い、“出願ナシ”企業と比較を行った。 

図表 54 分析の実施手順 
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出願した企業数は Small company、 Medium Sized Company で 2009年頃から 2017年頃まで増

加傾向にあった。 

図表 55 出願した企業の推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

福島県内で 2009~2017年に特許を出願した企業は 347社あり、約 70%が Small company、Medium 

Sized Company であった。また、業種は製造業が最も多かった。 

図表 56 企業規模別特許出願企業数と業種別特許出願企業数 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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Small company、Medium Sized Company は 1~3件出願している企業が多く、1,000件超の出願

をしている企業は 1社となっている。 

図表 57  2009~2017年の特許出願数の分布 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

Small company、Medium Sized Company 、Large Company は 1~3件出願している企業が多く、

Very Large Company は 5~10件出願している企業が多くなっている。 

図表 58 2009~2017年の特許出願数の分布 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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2009~2017年における特許出願数は製造業が最も多くなっている。 

図表 59 業種（大分類）別特許出願数の推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

企業規模別にみると、Very large company 、Large company では製造業が多いものの、Medium 

sized company、Small company ではその他の業種においても特許が出願されていることがわかる。 

図表 60 企業規模別 業種（大分類）別特許出願数の推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 



45 

特許出願数の最も多い製造業の中では、素材・素材加工品（金属／非金属）が多く、次に機械・電

気部品、医療・バイオと続いている。 

図表 61 製造業の中分類別特許出願数の推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

素材・素材加工品の中でも特に、加工金属、その他の非金属鉱物の特許出願が多い。 

図表 62 製造業の小分類別特許出願数の推移 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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県内の地場の企業の特許の状況を明らかにするため、大企業等の資本が入っている企業を除外して

分析を行った。 

図表 63 業種データを使った分析に向けたクレンジングについて 

 

独立度が不明な企業が多いが、明らかに独立していない企業を除くため、独立度 D と現時点で存

在しない企業（ - ）を除外して以降分析を実施した。 

図表 64 ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社の独立度指標について 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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【知財活用状況と業績の比較分析：総売上高増加率】 

特許を出願している企業は、総売上高増加率が高くなる傾向にある。 

図表 65 総売上高増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

【知財活用状況と業績の比較分析：売上総利益増加率】 

特許を出願している企業は、売上総利益増加率が高くなる傾向にある。 

図表 66 売上純利益増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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【知財活用状況と業績の比較分析：従業員増加率】 

特許を出願している企業の方が、従業員増加率が高い傾向にある。 

図表 67 従業員増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

【知財活用状況と業績の比較分析：売上原価増加率】 

特許出願企業の方が、売上原価増加率がプラスになる傾向にある。 

図表 68 売上原価増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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【知財活用状況と業績の比較分析：営業利益増加率】 

特許を出願している企業は、営業利益増加率が若干高くなる傾向がある。 

図表 69 営業利益増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

【知財活用状況と業績の比較分析：長期借入金増加率】 

特許を出願している企業は、長期借入金増加率が若干高い傾向にある。 

図表 70 長期借入金増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 



50 

【知財活用状況と業績の比較分析：有形固定資産増加率】 

特許を出願している企業は、有形固定資産増加率においてもプラスになる傾向がみられる。 

図表 71 有形固定資産増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 

【知財活用状況と業績の比較分析：無形固定資産増加率】 

特許を出願している企業の方が、無形固定資産増加率が下がった企業が少ない傾向にある。特許技

術の資産価値が影響しているものと考えられる。 

図表 72 無形固定資産増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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【知財活用状況と業績の比較分析：資本金増加率】 

資本金増加率においては、大きな変化はみられない。 

図表 73 資本金増加率 左：特許出願有（2011～2017年） 右：特許出願なし 

 
（出典）ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供のデータベースよりトーマツにて作成 
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第３章 考察 
１. 積み残し課題 

本事業の積み残し課題として、未だ全般的に多くの課題が残っているといえる。本事業では、まず支援

を行うための前提として支援企業の発掘や各社ニーズの掘り起こし、そして新規販路等の拡大を行うため

の地元の支援機関とのリレーション構築といった連携体制の座組を構築することを最優先に行った。結果

として、県内で多くの支援機関等との連携やサポート体制を構築することができ、今後のビジネス・プロ

デューサーの支援活動に大きく寄与するものと考える。一方で、本事業の活動できる期間は実質半年程度

という時間的制約があったこともあり、選択と集中の考え方から一部の企業に集中的に支援を実施せざる

を得ない状況となった。つまり、ビジネス・プロデューサーが初回訪問でニーズや課題を把握し、まさに

これから支援を開始するといった企業が多数存在している状況にある。 

今後のビジネス・プロデューサーの取り組みとしては、今年度に培った県内支援機関との連携体制を基

軸として、更に支援内容を質・量ともに充実させる必要がある。今年度にヒアリングを行った各企業への

支援を本格的に実行していくとともに更に支援を実施する県内企業の数を増やし、県内だけでなく全国・

国外への販路開拓や連携先の拡大を進めて行くことが重要である。 

また、県内の各支援機関から要望も出ている、ビジネス・プロデューサーとしての役割を担うことがで

きる人材の発掘や育成についても取り組むことが重要と考える。ビジネス・プロデューサーの企業支援へ

の同行や勉強会の開催等、現在も様々な育成に関する案が出てきており、今後本格的に人材の育成に向け

た支援を行うことも重要であると考える。新たなビジネス・プロデューサーの卵を育てながら一緒に取り

組んで頂くような体制を構築することによって、本事業でのビジネス・プロデューサー支援もより充実す

るといった相乗効果も期待できることから、早急に着手することが望ましい。 

 

２. 今後の事業展開イメージ 

今後の事業展開として、本事業での支援企業が成長できるよう継続的にビジネス・プロデューサーのビ

ジネス支援を実施すると同時に、ビジネス・プロデューサーが離任したあとでも福島県内で同様・類似の

事業が継続されるような体制づくりや人材の発掘・育成が重要であると考える。下図は、ビジネス・プロ

デューサー派遣における本事業の今後の展開イメージを示している。現在のビジネス・プロデューサー派

遣事業は、まだ前半の段階（Step2）にあると考えられ、今後はビジネス・プロデューサーが実施している

支援内容の知識・ノウハウを習得し、将来的には県内で自走していくような仕組みづくりを実現できるこ

とが望ましい。 
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図表 77 日本版 LEPのビジョン 
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巻末資料２．委員会資料 

  



 

 

特許庁 令和元年度 中小企業等知財支援施策検討分析事業 

（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業） 

第１回 有識者委員会 

 

開催日時：令和元年 10月 28日（月） 

午前 10:15～午後 12:00 

開催場所：コラッセふくしま 

5F 501会議室 

 

 

 

【 次 第 】 

 

1． 開催の挨拶 （特許庁 赤穂氏） 

2． 各委員ご挨拶 

3． 委員長の選出 

4． 本事業の説明 

5． 本事業における現在の支援状況について 

6． 福島県における知財活用状況の分析方針について 

7． 今後の福島における知財や産業振興に関する意見交換 

8． 連絡事項 

9． 閉会 

 

 

［配布資料］ 

資料１ 有識者委員会名簿 

資料２ 座席表 

資料３ 特許庁事業 福島知財活用プロジェクト 概要説明資料 

資料４ 第１回有識者委員会 会議資料 

参考資料 特許庁事業福島知財活用 PJを受託 

 



 

 

特許庁 令和元年度 中小企業等知財支援施策検討分析事業 

（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業） 

有識者委員名簿 

 

 

 

【委員】 

伊藤 宏 福島大学 副学長 

佐藤 辰彦 特許業務法人 創成国際特許事務所 会長 

青木 智 株式会社東邦銀行 専務 

※第 1回の有識者委員会は代理として 

法人営業部 公務・地域振興課 石川 淳一 課長が出席 

大和田野 芳郎 福島県ハイテクプラザ 所長 

金成 孝典 福島県商工労働部 部長 

鞍田 炎 株式会社福島民報社 編集局長 

※第 1回の有識者委員会は代理として 

編集局 五十嵐 稔 次長が出席 

渋谷 修一 有限会社福島熔材工業所 代表取締役社長 

 

【事務局】 

赤穂 州一郎 特許庁総務部普及支援課 企画調査官 

高柳 卓朗 特許庁総務部普及支援課 課長補佐 

目黒 大地 特許庁 産業財産権専門官 

遠山 嘉奈 特許庁総務部普及支援課 支援企画第一係長 

増山 達也 有限責任監査法人トーマツ シニアマネジャー／ 

福島県産業振興センター ビジネスプロデューサー 

片桐 豪志 有限責任監査法人トーマツ シニアマネジャー 

甲斐 敬輔 有限責任監査法人トーマツ シニアスタッフ 

中條 蕗子 有限責任監査法人トーマツ シニアスタッフ 

山﨑 遥 有限責任監査法人トーマツ スタッフ 

 

【オブザーバー】 

中島 順也 東北経済産業局地域経済部産業技術課 知的財産室長 

高原 秀夫 公益財団法人福島県産業振興センター 

技術支援部技術総務課 課長 

（敬称略 順不同） 

資料１ 













有限責任監査法人トーマツ

第1回有識者委員会資料

2019年10月28日

中小企業等知財支援施策検討分析事業
（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業）

資料４
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Agenda

第1回有識者委員会のアジェンダは、以下のとおりです

Goals

１．開催の挨拶

２．各委員ご挨拶 • 各委員よりご挨拶

３．委員長の選出 • 委員長を選出し確定

４．本事業の説明 • 福島県の産業振興・知財取り組み状況の把握
• 本事業内容について把握

５．本事業における現状の支援状況について • 現在の各社への支援内容について把握
• 今後の更なる支援に向けた内容の検討

６．福島県における知財活用状況の分析方針について • 知財活用状況の分析の目的について把握
• 分析内容案の共有と検討

７．今後の福島における知財や産業振興に関する意見交換 • 知財活用した産業振興に関する今後の支援方
針などについての意見・情報交換

８．連絡事項 • 事務局連絡先の共有と事務連絡

９．閉会

Appendix
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４. 本事業の説明

3
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本委員会の位置づけ

有識者委員会では、ビジネスプロデューサーが事業支援を行う上での助言や意見交
換、活動の進捗状況確認や成果報告書のまとめ方の検討などを行います

4

 事業化の専門家「ビジネスプロデューサー（BPD）」が県内の産業支援機関と連携
 国や地域の支援機関と横断的に連携し、中小企業の知的財産を活用した事業創出
支援を行う

本事業の目的

有識者委員会
の目的

 BPD活動への助言や意見交換、県内ネットワーク・キーマン・企業紹介などを行い、
BPDをサポート

 BPD活動の進捗状況の確認、事業成果のまとめ方についての議論を行うこと

設置
主旨

スケ
ジュール

第1回
本日

第2回
12月予定

第3回
2月予定

1. 委員紹介
2. 事業概要と委員会の趣旨の共
有

3. 事業実施方針・状況の共有

1. BPD活動の進捗状況報告
2. 福島県の知財活用の状況分
析

1. BPD活動の進捗状況まとめ
2. 福島県の知財活用の状況分
析まとめ

3. 事業成果のまとめ











© 2019. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC.

５．本事業における現状の支援状況について

9
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支援事業一覧

現時点では、以下の9事業へ支援を実施しています

Ｎｏ 事業名 企業・団体名 所在地 取得知財 支援内容

１
白河だるまの地域団体商
標の取得

・白河だるま総本舗
・佐川だるま

白河市 商標権 地域団体商標取得支援

２ ドッグラウンジ 株式会社ケイエスエム 郡山市
特許権
意匠権
商標権

ドッグラウンジの販路開拓
支援

３ 消防アプリ S.A.F.E. 情報整備局 須賀川市
特許権（出願中）
商標権（出願中）

消防アプリS.A.F.E.の販路
開拓・ブランディング支援

４ 着物ヒジャブ 合同会社WATASI JAPAN 白河市 商標権
着物ヒジャブの販路開拓・
ブランディング支援

５ フェアリーシルク 齋栄織物株式会社 川俣町
特許権
商標権

シルクの販路先開拓支援

６ ハニリアルボード 神田産業株式会社 須賀川市
特許権
商標権

ハニリアルボードの販路先
開拓支援

７ 日本産医療器具の製造 株式会社マイステック 郡山市 なし
医療用器具の販路先開拓
支援

８ 田んぼのオーナー制度
・いわき市農林水産部農地課
・和田氏

いわき市 なし
コンテンツ・運営における
助言・ＰＲ等の支援

９ おいしさの見える化 マクタアメニティ株式会社 伊達市
特許権
商標権

アプリの販路先開拓支援

１０～ 随時追加 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
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１．白河だるまの地域団体商標の取得

現在、以下の企業に対し支援を行っています

ILLUSTRATIVE
支援概要

 ビジネスアイデア

 白河だるまの地域団体商標

 支援事業概要

 福島県中小企業団体中央会や福島県知財総合支援窓口と連

携を図り、白河だるま組合を設立して以来数年ぶりの地域団

体商標の取得支援を実施している。

 現状・課題

 各社の連携がうまく図れていない状況にあり、地域団体商標を

取得し、伝統を保護しつつPRしていくことができていない。

 対応策

 福島県中小企業団体中央会と協働し、地域団体商標獲得に向

け話し合いを行っている。

企業概要
企業名：佐川だるま
所在地：白河市
支援内容：地域団体商標取出願、販路拡大 他
取得知財：①商標（みちのく民芸 白河だるま鶴亀）

福島県白河市の伝統工芸である「白河だるま」を製造。明治時
代頃に使用されていた教科書を再利用しただるまの製造、柿の
汁を塗料材料にした昔ならではのだるまを製造している。

ILLUSTRATIVE

企業概要
企業名：白河だるま総本舗（渡辺だるま）
所在地：白河市
支援内容：地域団体商標出願、販路拡大 他
取得知財：①商標（Ｈａｎｊｉｒｏ）

福島県白河市の伝統工芸である「白河だるま」を製造。伝統的な
白河だるまを生産する一方で、他企業・団体と連携しコラボレーショ
ンだるまの生産、「だるまみくじ」の製造等、積極的に新たな試みを
実施している。

①

①
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２．ドッグラウンジ

現在、以下の企業に対し支援を行っています

企業概要
企業名：株式会社ケイエスエム
所在地：郡山市
支援内容：販路拡大、ブランディング
取得知財：
①特許（ペット用小屋）
②意匠（犬小屋）
③商標（ドッグラウンジ）

プラスチック製品、成形用金型製造を主として、車輌、車載関連、
半導体関連部品、安全、保全部品、医療機器、アミューズメント機
器の分野を中心に業績を上げており、新事業として開発を行ってい
る「ドッグ・ラウンジ」の新規販路開拓に向けた支援を行っている。

ILLUSTRATIVE

支援概要

 ビジネスアイデア

 ドッグラウンジ

 支援事業概要

 エアコン、抗菌シート、モニター、扉ロックを備えた多機能型犬

用待合室「ドッグラウンジ」の製造・販売を行っている。

 現状・課題

 製造したが、価格や置き場などで交渉が進まず販売・リース

の販路先がなかなか見つからない。

 対応策

 鎌倉にてPRイベントを実施予定。

 スーパー、高速道路会のPA等の事業者と交渉中。

 静岡県の犬用用品を扱っている企業へ紹介を予定。

①

②

※取得知財は支援事業に関係する代表的なものを記載
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３．消防アプリ S.A.F.E.

現在、以下の企業に対し支援を行っています

ILLUSTRATIVE

企業概要
企業名：情報整備局
所在地：須賀川市
取得知財：特許（出願中）、商標（出願中）
支援内容：販路拡大、ブランディング

福島県経営革新計画承認地域防災アプリケーション（福島県知
事承認事業及び事業継続力強化計画に認定済み）。消防団に対し、
消防署からの通知が団員まで瞬時に届くシステムを構築しており、
併せて団員の動態管理や現場近くの水利情報等の確認が可能で
ある。

支援概要

 ビジネスアイデア

 S.A.F.E.

 支援事業概要

 災害時等に現場で活躍する消防団隊員向けのアプリ。消防

署からの火災通知から団員が稼働するまでの時間を最短に

抑えた、動態管理や水利情報の確認も可能。

 現状・課題

 須賀川市へ導入のみであり、実績が少なく他自治体への営

業展開が進まない状態。

 対応策

 県内外での販売戦略やブランディング（営業ツールである事

業概要パンフレットの改善）の支援を行う。
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４．着物ヒジャブ

現在、以下の企業に対し支援を行っています

企業概要
企業名：合同会社WATASI JAPAN
所在地：白河市
支援内容：販路拡大、生産体制構築
取得知財：
①商標（ＷＡＴＡＳＩ ＪＡＰＡＮ）
②商標（ＫＩＭＯＮＯ ＨＩＪＡＢ）

「ムスリムの女性や育児中の女性を応援したい！」という白河
市を拠点とする着物を活用したムスリム衣装の製作・販売を行っ
ている。日経やNHK World等世界各国のマスコミからも多くの問
い合わせがあり、現在注文が増加傾向にある。
福島県知財総合支援窓口と連携し、海外商標の取得や新規販
路の開拓、また地元の雇用増進も兼ねた生産体制の安定に向け
た支援を実施している。

ILLUSTRATIVE

支援概要

 ビジネスアイデア

 着物ヒジャブ

 支援事業概要

 着物をリサイクルし和柄のモデストファッション（ムスリム専門

服）を縫製、販売している。

 現状・課題

 販路先を拡大し、認知度を高めたい。

 7名体制のため生産量に限界があり、人材確保したい。

 対応策

 ブランディングや、販路開拓、知財戦略支援等を行う。

 白河市産業サポートと連携しシニア向けリクルーティング企画

を行う。

 静岡県の着物リサイクル企業へコラボを目的に紹介を予定。

①
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５．フェアリーシルク

現在、以下の企業に対し支援を行っています

企業概要
企業名：齋栄織物株式会社
所在地：川俣町
支援内容：販路拡大
取得知財：
①特許（共同出願：糸加工装置および糸加工方法）
②商標（ＳＳ ＳＡＩＥＩＳＩＬＫ）
③商標（ＦＦ ＦＡＩＲＹ ＦＥＡＴＨＥＲ）

世界一薄い絹織物、先染絹織物（タフタ、スーパーダッチサテン、
オーガンジー等）、絹織物和装裏地、寝装用絹布地、輸出羽二重、
工業用資材、ストール・スカーフ等の企画・製造・販売を行ってい
る。

ILLUSTRATIVE

支援概要

 ビジネスアイデア

 フェアリーシルク

 支援事業概要

 国内のみならずヨーロッパやアメリカにて記事の販売や、

ファッションブランドとコラボし商品作成などを行っている。

 現状・課題

 顧客は複数いるが、定期的に販売できる顧客が少ない。衣類

だけでなく、インテリアや寝具などの分野を開拓したい。

 中国へ販路拡大したいが、契約や決済など安全面において

不安があり撤退した。

 対応策

 国内外において、販路拡大できるような企業・展示会等を紹

介する。

①
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７．日本産医療器具の製造

現在、以下の企業に対し支援を行っています

ILLUSTRATIVE

企業情報
企業名：株式会社マイステック
所在地：郡山市（テクノポリスモノづくりインキュベーションセンター）
取得知財：なし
支援内容：商標出願、販路開拓

手術用鋼製器械の専門メーカーであり、医師や医療機器メーカー
からの医療機器の設計・施策、販売等を行っている。

日本のモノづくり技術を活かした医療機器開発に取り組み、安価
で高性能の医療機器の製造、販売実現を目指すための販路開拓
を中心に支援を行っている。

支援概要

 ビジネスアイデア

 日本産医療器具の製造

 支援事業概要

 福島県内の工場と連携し、プレス抜き製法による医療用ハサ

ミを開発。

 海外の医療器具を多く輸入し、日本産の医療器具が使用され

ていないことに危機感を抱き、日本人の体に合った日本の医

療器具を生産するために開発中。

 現状・課題

 ２つの総合病院の先生に製造した医療用ハサミを試しに使用

してもらい、使い易さの改善などを行っている。

 他の医療器具を製造している企業と連携を取っているが、協

力関係が構築できずうまくいっていない。

 対応策

 他県の企業とも連携し製造できるか検討中。
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８．田んぼのオーナー制度

現在、以下の企業に対し支援を行っています

企業情報
企業名：いわき市 他
所在地：いわき市
取得知財：なし
支援内容：商標出願、販路開拓

劇場アニメ「薄暮（はくぼ）」の制作総指揮である和田氏が、アニメ
の重要シーンの舞台となったいわき市平下片寄地区の田園風景を
活用し、アニメシーンを再現することで観光客増加を試案。
劇場アニメ「薄暮」は、東日本大震災・復興プロジェクト「東北三部
作」として今年6月21日に全国ロードショーで公開された、震災で心
に傷を負った女子高生と震災でいわきに避難してきた男子高校生
の恋物語。

ILLUSTRATIVE

支援概要

 ビジネスアイデア

 田んぼのオーナー制度

 支援事業概要

 劇場アニメ「薄暮」のシーンと関連する周辺にて、「田んぼの

オーナー制度」を試み、国内外の「薄暮」ファンをオーナーとし

て呼び込むといった取り組みを展開する。いわき市農林水産

部農地課への公募事業へ応募。

 現状・課題

 公募に応募しており、まだプロジェクト実施までに至っていな

い。

 対応策

 プロジェクト開始次第オーナー制度の詳細なコンテンツや運

営に関しての助言を予定。
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９．おいしさの見える化

現在、以下の企業に対し支援を行っています

企業情報
企業名：マクタアメニティ株式会社
所在地：伊達市
支援内容：販路開拓・拡大
取得知財：
①特許権（農作物判定システム）
②商標権（ＥＭオーガアグリシステム）
③商標権（おいしさの見える化）

スマホなどで撮影した画像（野菜などの写真）を光の3原色
（赤・青・緑色）に分光し、デジタル化。各色の波長を記憶したAI
（人工知能）がデータベースに格納した味覚情報と照合、瞬時に
おいしさを解析して表示することが可能。

ILLUSTRATIVE

支援概要

 ビジネスアイデア

 おいしさの見える化

 支援事業概要

 現在では18種類（トマト、ミニトマト、キュウリ、ホウレンソウ、コ
マツナ、カブ、ブロッコリー、ニンジン、ハクサイ、キャベツ、レ

タス、アスパラガスと、4種類の果物＝イチゴ（とちおとめ）、リ
ンゴ（ふじ）、サクランボ、ブドウ（巨峰）、温州ミカン、マスクメロ

ン）の味の見える化を実現。

 現状・課題

 スーパーなどでデモンストレーションを行った結果、消費者が

買い物時に一つ一つアプリを使用することは現実的でないた

め、味保障シールを作成し野菜に貼り付けることを検討中。

 既に5～6件の農家や出荷団体、仲卸などで導入実績がある
が、今後販路拡大に向けて新たなクライアントを獲得すること

が必要。

 対応策

 当該企業の有する技術・製品について、国内外での卸売企業

などにおいて販路開拓について支援を検討。

①

※取得知財は支援事業に関係する代表的なものを記載
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６．福島県における知財活用状況の分析方針について
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福島県の産業振興における課題とそれに対する政策の全体像

福島県内の産業振興における課題に対し、すでに様々な対策が行われているが、
知財・ビジネスに特化した本格的な事業を実施し、課題に効果的に対応していくことが必要です

人材確保

経済再生させるために、収益
の見込める力強い産業の集積
や企業に対しての効果的な戦
略が練られていない

産業支援
戦略

今後の復興・再生において不
可欠な人材が、少子高齢化や
人口流出などにより不足してい
る

企業誘致・
新規事業
創出

競争力や生産性、付加価値を
向上する取り組みが十分に行
われていない

補助金配
布・投資資
金分配

成果を出すための官民学にお
ける連携が十分に行われてい
ない

 医療・福祉機器、テクノロジー、再生可能エネルギー、輸送用機械・半導
体、農業などに関連する中小企業に対し、補助金、勉強会、人材育成研
修、大手企業とのマッチングや連携支援、販路拡大支援を行う

 知財を活用し、付加価値の高い産業振興を目指す

 「ふくしま産業人材育成コンソーシアム」や「県立テクノアカデミー」などで
人材育成支援や研修を行っている

 高卒・大卒者向けに就労支援や、離職者に対し職業訓練を実施し、県外
流出を抑制し、多様な人材を確保し活用する

 本当に重要な分野を選定し、戦略的に税制優遇や補助金などを活用した
政策を実施する

 金融機関や地域のファンドに投資を促す

 「県ハイテクプラザ」で研究開発や技術移転を行うほか、産官学でネット
ワークを築き、情報共有や研究開発をより一層活発化させ、事業化へつ
なげるなどの支援を行う

課題 対策例

ヒト

モノ

カネ

マルチセク
ターでの
連携

重要な分野・取り組みに効果
的に資金が使用・分配されて
いない

 技術の知的財産化と未活用知的財産の活用を促進する

 大学発ベンチャー企業を増やす

 福島県の地域特性を活かすことで、他ビジネスとの差別化、高い競争力
を有する新規ビジネスを創出する

22

（出典）平成30年度 福島県企業立地活性化促進戦略～企業立地促進による活力ある県づくり～
福島復興ステーション復興情報ポータルサイト、福島イノベーション・コースト構想推進本部会議資料等 よりトーマツ作成
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背景と目的

新たな知財分析の取組みとして、知財の取得・活用情報を地域別で分析し可視化す
ることで、県内企業の知財活用状況とその実態を客観的に把握します

背景

知財活用に関する従来の調査・分析は、アンケート分析、特

許データのみでのクロス集計、テーマ別の定性情報調査が主

となっており、現状次のような課題があると考えられる。

目的

• 福島県内における知財取得・活用状況等の実態・現状を明

らかにする

• 地域別の産業の特徴や企業の特許取得状況について定

量的に分析し状況を視覚化する

• 当該分析結果を基に、今後の本事業での活用、また将来

的な知財活用支援事業等での活用を目的とし取りまとめる

• 全国規模や都道府県単位での分析結果のみとなっている

• 規模や環境の差により中小企業と大企業間の知財取得・

活用状実態などを比較することが困難

• 知財を取得し活用したことによる、事業の業績変化等につ

いての実態を把握することが困難
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福島県版知財活用分析（案）＿分析報告スケジュール

知財活用分析結果は、有識者委員会のスケジュールに合わせて段階的に以下のよ
うな内容を報告したいと考えています

第2回
分析結果1ｓｔドラフト

1. 特許データ分析
・特許取得状況（推移）
・特許取得状況（全国との簡単な比較）

2. 特許×住所×産業分類データ分析
・特許取得状況（地域別）
・特許取得状況（地域別×産業別）

3. 特許×住所×製造業×企業データ分析
※特許取得有無別の比較

・企業規模
・売上高
・営業利益率
・その他

第1回
分析方針

1. 趣旨説明
①背景目的
②実施方針

2. 分析案について

第3回
最終化

1. 追加分析
①第2回委員会で出た委員か
らの意見等を反映

② これまでの分析を深堀

2. 今後の方針案について
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８．連絡事項

27
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 次回委員会の日程

 委任状等について

 本事業事務局連絡窓口

担当： 中條 蕗子 （fukiko.nakajo@tohmatsu.co.jp）

山崎 遥 （haruka.yamasaki@tohmatsu.co.jp）

28

その他連絡事項
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APPENDIX
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マイルストンと実施スケジュール

30

作業手順 9 10 11 12 1 2 3

マイルストン 契約 9月 BPD派遣開始⇒ビジネスプロデュース活動 評価

１ 有識者委員会の設置と運営
第1回委員会 第2回委員会 第3回委員会

委員嘱託

２ BPDの派遣実施体制の整備

体制構築

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙ合意

３ BPDの派遣
BPD決定 BPD派遣
派遣先決定

４ BPDの活動の環境整備及び
支援業務

環境整備

専門家による

支援体制構築

５ BPDの活動状況の管理

管理方法決定

委員会での

検証議論方針決定

成果事例報告書構成案策定

６ BPDの指導支援及び調整業務

体制構築

地域支援ネットワーク連携等の
現地体制構築

７ BPD及び派遣先機関の評価業務
評価基準案提示

評価実施

８ BPDの活動分析業務 活動分析方法案提示 分析結果案提示

９ BPDの業務

1件目の成功事例 2件目の以降の成功事例
産業振興機関の巻き込み

その他：メディア活用、教育機関連携、人材育成等

１０ 事業報告書の作成 報告書作成・納品

地域の企業団体、産業支援機関や関係者との連携を積極的に展開し、事業を実施
していくスケジュールで進めていきます
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事業従事者の専門性、事業に係る業務に関する知見・経験

最終責任者（地方創生）

野

パートナー

有限責任監査法人トーマツ

リスクアドバイザリー事業本部

地方創生プロジェクト推進リーダー

公認会計士
 経歴
 九州大学経済学部経営学科修了後、当法人入所
 民間企業の会計監査等に従事した後、パブリックセクター部門に
異動し、中央省庁、地方自治体、医療機関、国公私立大学、非営
利組織等の公的機関に対する会計監査、コンサルティングサービ
ス業務に従事。

 新規事業創出活動支援に関する知見・経験
地方創生に関する数多くのプロジェクトの経験を有し、かつ九州を中
心に自治体、大学・研究機関、金融機関とのネットワークを構築して
いる。
 地方創生関連事業支援

• サービスイノベーション推進事業
• 地域官民連携プラットフォーム構築支援事業

 人口ビジョン及び地方版総合戦略策定支援
 戦略特区に係る構想策定支援
 地域振興に向けた地域中核企業のアウトバウンド施策の検討支
援

 国立大学法人会計監査：九州大学、熊本大学、長崎大学
 許 方創 めの プロ ーサー 」 終

31

プロジェクトリーダー（地方創生）

 経歴

 東京大学大学院新領域創成科学研究科メディカルゲノム
専攻博士課程単位取得退学後（生命科学修士）、三菱総合研究所、
当法人グループコンサルティング社を経て現職

 地方創生、社会保障や環境、電力といった地方・中央省庁の公共
政策に関する国内業務から、ODAや海外インフラ輸出などの海外
業務に加え、自社の経営企画業務とその実行
など、コンサルタントとして幅広く活躍

 ベンチャー企業支援や知財支援に関する知見・経験

 特許庁、平成28年度～30年度、地方創生のためのBPD派遣事業、
プロジェクトリーダー

 特許庁、平成29年度、中小企業等知財支援施策検討分析事業
（中小企業等知財分析レポートを用いたマッチング実証研究事業）、
プロジェクトリーダー

 経済産業省、平成30年度、地域未来投資促進法に係る先進性評
価委員

 特許 生の めの デ ーサー 遣 業」プロ
ジ クトリーダー

片

シニアマネジャー
有限責任監査法人トーマツ
リスクアドバイザリー事業本部
パブリックセクター
生命科学修士、甲種危険物取扱者、
毒劇物取扱者

31

本事業の遂行するために必要な専門知識・経験・能力を有し且つ地域特性を熟知し
たメンバーでバックアップします
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事業従事者の専門性、事業に係る業務に関する知見・経験

本事業の遂行するために必要な専門知識・経験・能力を有し且つ地域特性を熟知し
たメンバーでバックアップします

PMOチームメンバー（地方創生）・プロジェクトリーダー補佐

中條 蕗子

シニアスタッフ
有限責任監査法人トーマツ
リスクアドバイザリー事業本部
パブリックセクター
薬剤師、生命科学修士

 略歴

 国内シンクタンク、当法人グループ会社（コンサルティング会社）を経て入
所後、リスクアドバイザリー事業本部ヘルスケアアドバイザリーに所属。
市場調査、事業計画立案や業務改革に従事。

 事業計画立案やヘルスケア関連データの分析、市場調査に従事。

 大学支援・知財支援・大学発ベンチャー支援に関する知見・経験

 国立研究開発法人日本医療研究開発機構「2019 年度橋渡し研究戦略
的推進プログラムの成果活用支援」

 医療や介護分野及びその他の関連産業における特許出願動向の情報
収集・分析

 製造業の事業企画における市場調査・M&A戦略の策定、その他新規事
業立ち上げに関する市場調査、戦略・計画策定を複数実施

 製薬企業のリスクマネジメント強化に向けた調査・検討業務

 女性活躍推進をはじめとしたダイバーシティ推進検討業務

PMOチームメンバー（地方創生）・BPD補佐

甲斐 敬輔

シニアスタッフ
リスクアドバイザリー事業本部
パブリックセクター
経営学修士 (MBA)
地方監査技術者（LGAAT）

 経歴
 中華人民共和国同済大学卒業後、国内コンサルティング会社へ入社。
その後、イギリスにて経営学修士（MBA）取得を経て現職。

 地方自治体公会計財務諸表の策定支援、また公共資産の再評価額算
定等のコンサル業務に従事。

 官民連携(PPP)における公共施設の可能性検討調査、事業戦略・計画
の策定、第三者評価等、官民双方からのアドバイザリー業務に従事。

 現職では、日系企業の海外進出における国内外のファンド・ベンチャー
キャピタル等の調査業務、国際調達の獲得に向けたWHO、UNICEF等国
際団体の実態調査、国内キャッシュレス決済普及に向けた実証実験業
務等を担当。

 専門性・実績
 千代田区「（仮）高齢者総合サポートセンターの運営・維持管理における
事業可能性検討調査、導入支援」（平成26年～平成27年度）

 経済産業省「平成３０年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際
経済調査事業」（平成30年度）

 内閣官房「感染症分野における途上国展開促進のための調査事業」に
係る企画・調査業務」（平成30年度）

 総務省「モバイル端末を利用したQRコード決済等の技術標準および地
域実装等に係る調査」 （令和元年度）
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事業従事者の専門性、事業に係る業務に関する知見・経験

PMOチームメンバー（地方創生）・BPD補佐

山﨑 遥

スタッフ
有限責任監査法人トーマツ
リスクアドバイザリー事業本部
パブリックセクター

33

本事業の遂行するために必要な専門知識・経験・能力を有し且つ地域特性を熟知し
たメンバーでバックアップします

 経歴

 明治大学にて大型研究「インパクト投資活用による社会的企業の公共
サービス改善効果に関する研究」に従事し、イギリスの成果連動型事
業や中間支援団体、NPO団体、社会的起業家、投資家などの調査研
究に従事。

 公共経営・社会戦略研究所へ入社し、SROIを用いた社会的事業の評
価業務に従事。

 キングスカレッジロンドン大学院にて公共政策を専攻。

 経験・実績

 日本・イギリス・アメリカにおける成果連動型事業や関連ステークホル
ダーへのヒアリング調査、文献調査を実施。セミナー等研究会開催。

 子供の早期教育事業、女性の就労促進事業にてSROIの評価手法を
用い、事業の社会的価値を可視化、貨幣化し評価を実施。

 公共経営・社会戦略研究所にてSROI評価実践セミナー開催。

 岐阜県可児市にて、文化芸術創造性活用の効果検証をSROIの手法
を用い事業価値の可視化を支援。
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福島知財活用プロジェクトを 
特許庁から受託 
福島県中小企業の知財を活用したビジネス化に取り組み、 
地方創生に貢献 
 
 
有限責任監査法人トーマツ（東京都千代田区、包括代表 國井泰成、以下トーマツ）は、特許庁より福島知財活用

プロジェクト「中小企業等知財支援施策検討分析事業（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業）」を受託し

ました。トーマツの人材が産業振興機関を拠点として、福島県の中小企業の知的財産を活用したビジネス化に取り組

み、地域の雇用創出・経済活動の活性化・利便性向上等による地方創生を促進します。 
 
 

プロジェク  
福島知財活用プロジェクト「中小企業等知財支援施策検討分析事業（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研

究事業）」（本事業）では、新規事業創出の専門人材「ビジネスプロデューサー」が公的機関等の産業振興機関を拠点

として活動し、地域が保有する技術力や知的財産を地域の課題に根ざした事業の中で活用することにより地方創生

を促進します。「ビジネスプロデューサー」は、地域における事業化機能拡充のため、メディアや金融機関を含む地域

ネットワークを構築・活用しながら、潜在ニーズ・シーズを掘り起こして事業を構想し、ニーズとシーズのマッチングか

ら事業資金調達、販路開拓まで含めた事業創出環境の整備・促進のための活動を支援します。トーマツは地域の特

性を理解し、企業連携、ネットワーク、人脈を駆使しながら事業を構想できる人材を選定し、トーマツのネットワークを

活用して事業を円滑に遂行することに努めます。本事業では、このような体制を迅速に構築し、新規ビジネスを形成

することで地域経済の活性化への貢献を目指します。 
 
 
ジ ス ロデュ 介 

今回、ビジネスプロデューサーの選定においては、本事業の前身である「地方創生のための事業プロデューサー派

遣事業」にて、静岡県で活動して多数の実績を挙げた増山氏を選定することとしました。 
 

公 人 ン  
  

山 （ます ま ） 
専門性・実績 

 地域金融機関における審査や営業、大手企業での銀行立ち上げ等の知見を 
活かし、地方でのビジネス開発に従事 

 会社経営者として全国に拠点を有する組織を経営し、地域でのビジネス開発や

組織運営に強力な専門性を有する 
 本事業の前身である「地方創生のための事業プロデューサー派遣事業」にて、静

岡県にて活動し、多数の成功事例を生み出した 
 

 
  





 

 

特許庁 令和元年度 中小企業等知財支援施策検討分析事業 

（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業） 

第 2回 有識者委員会 

 

開催日時：令和元年 12月 4日（水） 

午後 14:30～16:30 

開催場所：コラッセふくしま 

5F 小研修室 

 

 

 

【 次 第 】 

 

1． 開催の挨拶 （特許庁 赤穂氏） 

2． 本事業における現在の支援状況について 

3． 福島県における知財活用状況分析の中間報告について 

4． 今後の福島県における知財を活用した事業化推進事業の連携活動について 

5． BPD派遣の効果検証について 

6． 連絡事項 

7． 閉会 
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別紙１ 福島知財活用勉強会 取り組み俯瞰図 
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参考資料 成果事例ペーパー「WATASI JAPAN」 

 



 

 

特許庁 令和元年度 中小企業等知財支援施策検討分析事業 

（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業） 

有識者委員名簿 

 

 

 

【委員】 

伊藤 宏 福島大学 副学長 

佐藤 辰彦 特許業務法人 創成国際特許事務所 会長 

青木 智 株式会社東邦銀行 専務 

大和田野 芳郎 福島県ハイテクプラザ 所長 

金成 孝典 福島県商工労働部 部長 

※第 2回の有識者委員会は代理として 

福島県商工労働部 山寺 賢一次長が出席 

鞍田 炎 株式会社福島民報社 編集局長 

渋谷 修一 有限会社福島熔材工業所 代表取締役社長 欠席 

 

【事務局】 

赤穂 州一郎 特許庁総務部普及支援課 企画調査官 

高柳 卓朗 特許庁総務部普及支援課 課長補佐 

目黒 大地 特許庁 産業財産権専門官 

遠山 嘉奈 特許庁総務部普及支援課 支援企画第一係長 

増山 達也 有限責任監査法人トーマツ シニアマネジャー／ 

福島県産業振興センター ビジネスプロデューサー 

片桐 豪志 有限責任監査法人トーマツ シニアマネジャー 

甲斐 敬輔 有限責任監査法人トーマツ シニアスタッフ 

中條 蕗子 有限責任監査法人トーマツ シニアスタッフ 

山﨑 遥 有限責任監査法人トーマツ スタッフ 

 

【オブザーバー】 

中島 順也 東北経済産業局地域経済部産業技術課 知的財産室長 

  

（敬称略 順不同） 
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有限責任監査法人トーマツ

第2回有識者委員会資料

2019年12月4日

中小企業等知財支援施策検討分析事業
（福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業）

資 3
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Agenda

第2回有識者委員会のアジェンダは、以下のとおりです

Goals

１．開催の挨拶

２．本事業における現在の支援状況について • 現在の各社への支援内容について把握
• 今後の更なる支援に向けた内容の検討

３．福島県における知財活用状況分析の中間報告について • 知財活用分析中間結果の共有と意見交換

４．今後の福島県における知財を活用した事業化推進事業の
連携活動について

• 知財活用した産業振興に関する今後の支援方
針などについての意見・情報交換

５．BPD派遣の効果検証について • BPD派遣の効果検証案の共有

６．連絡事項 • 事務連絡
• BPDの派遣効果検証案についての共有

７．閉会
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２．本事業における現在の支援状況について
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支援事業一覧（１）

現時点では、以下の14事業の支援を実施しています。前回より5事業増加しています。
（No10~14）

Ｎ
ｏ

事業名 企業・団体名 所在地 取得知財 紹介先 支援内容

１
白河だるまの地域団
体商標の取得★★

・白河だるま総本舗
・佐川だるま

白河市 商標権 白河市 地域団体商標取得支援

２ ドッグラウンジ 株式会社ケイエスエム 郡山市
特許権
意匠権
商標権

郡山市
ドッグラウンジの販路開拓
支援

３ 消防アプリ S.A.F.E. 情報整備局 須賀川市
特許権（出願中）
商標権（出願中）

福島県発明協会
消防アプリS.A.F.E.の販路
開拓・ブランディング支援

４ 着物ヒジャブ★★
合同会社WATASI
JAPAN 白河市 商標権 白河市

着物ヒジャブの販路開拓・
ブランディング支援

５ フェアリーシルク★★ 齋栄織物株式会社 川俣町
特許権
商標権

東邦銀行 シルクの販路先開拓支援

６ ハニリアルボード 神田産業株式会社 須賀川市
特許権
商標権

福島県発明協会
ハニリアルボードの販路先
開拓支援

７
日本産医療器具の製
造

株式会社マイステック 郡山市 なし 福島県発明協会
医療用器具の販路先開拓
支援

８
田んぼのオーナー制
度

・いわき市農林水産部農
地課
・浜松市企業

いわき市 なし
浜松市企業
いわき市

コンテンツ・運営における
助言・ＰＲ等の支援

９ おいしさの見える化★ マクタアメニティ株式会社 伊達市
特許権
商標権

福島県発明協会 アプリの販路先開拓支援

★：今年度事業における重点事例
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支援事業一覧（２）

Ｎｏ 事業名 企業・団体名 所在地 取得知財 紹介先 支援内容

１０
県産くだものの販路
拡大

有限会社くだもの畑 福島市 商標権 福島県発明協会
県産くだものの販路開拓、
新規商品開発検討

１１ ツイストボトルラック ティ エフ オー株式会社 矢吹町
特許権
意匠権
商標権

福島県発明協会
ツイストボトルラックの販
路開拓支援

１２ 大堀相馬焼
・松永窯
・いかりや商店

白河市 地域団体商標 白河市
大堀相馬焼の販路開拓・
拡大支援

１３
ドライヘルパー★
（物干し補助具）

株式会社想いを創る 会津美里町
特許権
意匠権

福島県発明協会
ドライヘルパー関連商品
の商品化、販路開拓支援

１４ 会津本郷焼
会津本郷焼事業協同組
合

会津美里町
地域団体商標
（出願準備中）

福島県発明協会
会津本郷焼の販路開拓
支援

１５
～

随時追加 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

現時点では、以下の14事業の支援を実施しています。前回より5事業増加しています。
（No10~14）

★：今年度事業における重点事例
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３．福島県の知財活用の状況分析

20





© 2019. For information, contact Deloitte Touche Tohmatsu LLC.

背景と目的

新たな知財分析の取組みとして、知財の取得・活用情報を地域別で分析し可視化す
ることで、県内企業の知財活用状況とその実態を客観的に把握します

背景

知財活用に関する従来の調査・分析は、アンケート分析、特

許データのみでのクロス集計、テーマ別の定性情報調査が主

となっており、現状次のような課題があると考えられる。

目的

• 福島県内における知財取得・活用状況等の実態・現状を明

らかにする

• 地域別の産業の特徴や企業の特許取得状況について定

量的に分析し状況を視覚化する

• 当該分析結果を基に、今後の本事業での活用、また将来

的な知財活用支援事業等での活用を目的とし取りまとめる

• 全国規模や都道府県単位での分析結果のみとなっている

• 規模や環境の差により中小企業と大企業間の知財取得・

活用状実態などを比較することが困難

• 知財を取得し活用したことによる、事業の業績変化等につ

いての実態を把握することが困難

22
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今回の分析に使用したデータについて

福島県の企業における特許の分析においては、企業データと特許情報のDBを結合
させて分析を行った

企業データ  帝国データバンク社が企業調査し、及び国税庁の法人番号公表サイトより収集した情報を使用

特許情報  レクシスネクシス社が109か国から収集した1億1500万件超の特許情報を使用

データソース

データの特徴

これまで 今回

名寄せの実施

地域別

 企業情報と特許情報を名寄せして結合させた
データを使用した

 英語等、多言語での表記の紐づけや、社名の
変更があった場合には過去の社名の紐づけも
行っている

 住所データをもとに、地域別の分析を実施

 統計や情報ごとに、データベースがバラバラな
ため、特許データと企業情報を組み合わせた
分析ができない

 福島県全体での分析となっており、地域ごとの
特性や傾向は不明

ビューロー・ヴァン・ダイク・エレクトロニック・パブリッシング社提供の世界3億社以上の企業情報を収録するデータベース（Orbis）および企業情
報と特許情報を結合させたデータベース（Orbis Intellectual Property）を使用。
ビューロー・ヴァン・ダイク社は全世界160社超の信用調査会社と提携しデータベースを作成している。

23
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企業数に関する数字の裏付け

（参考）数字の裏付け
企業数が国税庁ベースと法務局ベースで約6千件違うが、傾向を見るには問題ない

データ
ソース

留意点数字

 帝国データバンク社が企業調査し、及び財務省国税
庁の法人番号公表サイトより収集した情報を使用

 「福島県に登記のある企業の数」

今回のDB
企業数

68,509

 総務省「経済センサス」の最新版

 総務省法務局商業・法人登記を基にしている

 中小企業庁が除く前の全産業が収載

総務省

平成28年
経済センサス

企業数

62,982

企業数

58,708

 総務省「平成26年経済センサス」の結果を再編加工
して作成

 総務省法務局商業・法人登記を基にしているが、都
道府県別・規模別の企業数には、農林漁業と行政系
組織は含まれていない

中小企業庁

平成30年

「中小企業の企業
数・事業所数」

数字の違いの要因は、「法人番号」
と「法人登記」

 国税庁「法人番号」は、登記上の
所在地に通知され、1法人1番号
が原則

 対象は、(1)国の機関、(2)地方公
共団体、(3)会社法その他の法令
の規定により設立の登記をした法
人（設立登記法人）、(4)これら以
外の法人又は人格のない社団等
のうち給与支払事務所等で、さら
に申請すれば番号をもらえる

 総務省経済センサスでは上記
(1)(2)を除いて集計していること
と、1法人1番号があくまで原則で
あることが影響して、6000件程度
の差が出ていると考えられる
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分析対象とするデータの絞り込み

県内の中小企業の特許取得状況が明らかになるように、データを絞り込んで分析を
行う

業種

特許取得
の有無

企業規模

 それぞれの業種でどの程度特許を取得しているのかを明らかにしたいため、業種が明らかな企業23,157社を分析対象とする

 特許を取得企業のサンプル数を確保するため、業種不明だが特許を取得している企業89社は分析対象に加える

 特許を1,000件以上有するVery large Companyが2社あり、特許の取得状況の分析が上振れする恐れがある
 本事業はそもそも中小企業にフォーカスするため、 Very large Company 137社を除く、Small Company, Medium Sized

Company, Large Companyを対象とする

クレンジングの方針

 業種が明らかな企業＋業種不明だが特許を有する企業 かつ、
 Small Company, Medium Sized Company, Large Company

⇒23,115社を以降の分析の母集団とする
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５．BPD派遣の効果検証について
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特許庁「地方創生のための事業プロデューサー派遣事業（H28-30）」ＳＲＯＩ評価の結果サマリー

昨年度実施の特許庁事業においてもSROI評価を実施し、事業プロデューサーの派
遣効果を検証しました

（出典）デロイトトーマツホームページ
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６．その他連絡事項
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その他連絡事項

• 次回の委員会日程：2月末予定

• 懇親会
本日12/4（水）17:00-19:00
場所：会津郷土料理楽
会費：5,000円（税込み）
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福島県知財活用勉強会について（報告） 

 

 

＜勉強会の位置づけ・方向性＞ 

第１回有識者委員会（１０月２８日）において、知財活用の勉強会について御発案があ

り、本勉強会を企画。 

本勉強会は、各セクターの方から、セクターごとの取組や、課題をご紹介頂き、それを

一覧化する（別紙１）ことで、まず、今後の福島における知財活用の状況を俯瞰する。ま

た、各セクターの取組内容を集め、各取組ごとの課題も抽出する（別紙２）。 

そして、福島における支援内容の全体像を把握するとともに、各セクターの取組につい

て課題共有や、各セクター間の連携の可能性等を議論することで、今後の福島における知

財活用支援の方向性を検討し、その結果を有識者委員会に報告するものである。 

 

＜第１回勉強会＞ ※詳細については、議事メモ（別紙３） 

日時：令和元年１１月２６日 １５：００～１７：００ 

場所：福島県庁自治会館 １０１会議室 

テーマ：①勉強会の趣旨、進め方の共有（別紙１、別紙２） 

②セクターから、知財活用に関する各種取組について情報共有（別紙２） 

③各セクターの支援を進める上での課題について議論。 

 

＜第２回勉強会＞ 

日時：令和元年１２月４日 １３：００～１４：３０ 

場所：コラッセ福島５F小研究室 

テーマ：①第１回勉強会を受けて修正した別紙１の取組俯瞰図の確認、修正等 

②今後の勉強会の進め方等 

 

 

別紙１：各セクターの取組俯瞰図 

別紙２：各セクターの取組概要（一部） 

別紙３：第１回勉強会議事メモ 

 

資料４ 





0

特許庁 ④福島ビジネスプロデューサー(BPD)派遣事業

①取組概要：事業化のプロを福島県内に派遣し、知的財産を活用した事業創出をサポート。

知的財産権（特許権等）を事前に取得している必要はなし。

福島県内全域の企業等が対象。

③取組を進める上での課題（例：ヒト、カ
ネ、情報、意識、連携等の面から）

・人的リソース（BPD１名のみ）

・増員、後継者の育成が難

・成果事例の周知

・支援の継続性

④今後の予定

単年度契約。次年度以降未定。

⑤他機関へ協力依頼

・成果事例を周知して欲しい。

・支援先を紹介して欲しい。（営業への協力）

・後継者候補を提供して欲しい。

②取組を進める上で、工夫している点。うま
くいっている点。

知財発ではなく、ビジネス発の支援。（よっ
て知財が有効活用される、有効な知財を
獲得するという流れ）

【別紙２】
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弁理士会 「課題解決型マッチングサービス」

①取組概要：対象となる中小企業に本会会員が訪問し、製品開発等における課題を聴取し、それ
を解決できる企業や大学などを特許情報を使って探索した事業パートナーを紹介する事業

令和元年12月1日から事業開始

③取組を進める上での課題（例：ヒト、カ
ネ、情報、意識、連携等の面から）

応募してくれる企業の発掘が必要。

④今後の予定

第1期は来年3月までであるが次年度も継
続予定。

⑤他機関へ協力依頼

福島県や各市及び関係機関にチラシを送付し
て周知方をお願いしている。

②取組を進める上で、工夫している点。うま
くいっている点。

弁理士会初めての事業で対応マニュアルな
ど作成して準備している。



2

福島県ハイテクプラザ（３．（２）デザイン・ブランド構築）「ハイテクプラザデザイン支援拠点」

①取組概要：H29～R１の3年でハイテクプラザ会津若松技術支援センターにデザイン支援機器を
複数台整備し、デザインの支援を行う。機器利用は有料。

【導入機器】

H29：3DCAD

H30：レーザー式精密加工機、孔版式自動平面・曲面印刷機、卓上型NC加工機

R1：フルカラー3Dスキャナー、デジタルスクリーン製版システム、パッド印刷機

③取組を進める上での課題

デザインの意匠権、著作権の取扱い。

（現在は原則指導のみ）

④今後の予定

企業が機器を取り扱えるように研修等を
実施する。

⑤他機関へ協力依頼

今後、デザイン支援拠点のパンフレットを作成
する予定であり、完成後、周知をお願いしたい。

②取組を進める上で、工夫している点。うまく
いっている点。

ハイテクプラザ会津若松技術支援センターの産
業工芸科に、デザイン専門の職員を配置し、デ
ザインの指導、支援を行っている。



3

福島民報社

①取組概要：知財活用の啓発

（１）知財活用企業の取材・掲載、知財関連コーナーの定期掲載

（２）ふくしま産業賞受賞企業など意欲ある企業への知財関連情報の提供、マッチング

（３）特許庁、日本弁理士会と連携した啓発事業の展開

③取組を進める上での課題

（１）企業に発展してもらうためのサービス

にとどまりビジネス化が困難＝継続性、

新聞社（企業）としての事業化

④今後の予定（目標）

（１）自社の強みを生かした新たなビジネス展開の模索、

恒常的事業への転換

⑤他機関へ協力依頼（要望）

底辺拡大のため啓発事業は各機関で重複せず続けながら

（１）特許庁には今後、福島で活発になるイノベ関連産業と、
全国共通問題の地場産業を知財で活性化させる中期的なヒ
ト、カネの支援

（２）県には市町村の企業担当者を支える知財活用推進
班を創設してもらい、予算面からも支援

（３）一部実施はしているが、実際に企業が望むのは自社の
アイデアや現状に沿った知財活用の助言。県内外企業とのパイ
プ役やアイデア提供役となる弁理士の活用と代替者（金融）
の養成支援が急務

②工夫点

（１）情報をスピーディーに掲載し、不特

定多数への啓発につなげている

（２）県内外支社・支局との意思共有

（会社的事業との位置づけ）



【別紙３】  

福島県知財活用第１回勉強会 

令和元年１１月２６日 １５：００～１７：００ 

福島県庁自治会館 １０１会議室 

参加者（敬称略）： 

福島県産業創出課 堀江直宏 

福島県産業創出課 渡部宏教 

創成国際特許事務所 佐藤辰彦 

創成国際特許事務所 鈴木俊二 

福島県ハイテクプラザ 本田和夫 

福島大学  大越正弘 

（有）福島熔材工業所 渋谷修一（１６：００頃から参加） 

東邦銀行  石川淳一 

東邦銀行  佐藤  

福島民報社  羽田朋彦 

特許庁   赤穂州一郎 

特許庁   目黒大地 

 

※まだ、発言者の了承を取っていない。 

 

○開始挨拶 

（赤穂）１０月２８日の有識者委員会で、佐藤先生から御発案があり、この勉強会を企

画した。本勉強会は、各セクターの方から、セクターごとの取組や、課題をご紹介頂

き、それを見える化することで、今後の福島における知財活用についてご議論を頂

き、その結果を有識者委員会でさらに、ご議論を頂くことを想定している。 

（堀江）特許庁が増山ＰＤの派遣などの支援をしてくれているのはありがたいが、いつ

までも任せておくわけにはいかないので、いずれは県が引き継いでいくべきと考えて

いる。 

（羽田）広報の面からはばたく企業を支援している。民報社はふくしま産業賞などを行

う中で企業に触れており、県内企業の力を感じてはいる。これをもっと高めていくべ

き。 

（石川）東邦銀行は、対象はお客様メインということにはなってしまうが、経営課題解

決というアプローチで支援をしている。その中で得られた企業の課題を皆さんと共有

できればと思う。知財活用のニーズはあると思う。何かしらの支援ができれば。 

（大越）現在産学連携に取り組んでおり、知的財産審査委員会の委員をしている。国

内には大学発ベンチャー企業が２０００社ほどあるといわれているが、技術シーズを



いかにしてその先につなげていくかが大きな課題であり、その解決方針を探ろうとし

ているところ。 

（本田）研究の中から特許が生まれてくることもあるが、まだ数は少ない。他の権利に

抵触していないか、権利化できるかといったことをしっかりと調べることが重要であ

る。また、ハイテクプラザはここ３年デザインの支援に力を入れてきている。 

（佐藤辰）おととし、全国初となる「知財広め隊」を郡山で開催したところ、２００人程度

の参加があった。日本の産業力を高めるためには地方創生が非常に重要であると考

えており、弁理士会でも、ここ福島を支援するための福島ワーキングプロジェクトを設

置している。今回、特許庁ビジネスプロデューサーの委員会で各セクターから有識者

が集まったが、これだけのメンツが集まったのは初めてだと思う。これを機に、福島の

知財活用の今後を考えていきたい。 

 

○各参加者から現在の取り組みや課題について説明 

（説明内容についてはペーパーがあるため、ペーパーにない部分を中心に記載） 

（堀江）県内企業の脱下請け、価格決定権の獲得を目指し、３ステップでの支援を展

開。ふくいろきらりプロジェクトでは、堀切川教授が毎月数社程度を訪問。今年度新規

の知的財産マッチング支援事業では、２～３個のマッチング事例が出そうなところ。 

（羽田）ふくしま産業賞など企業に発展してもらうためのサービスを展開しているが、

社として収益を上げないといけないのが悩ましいところ。他機関への協力依頼は個人

的な考えである。県には各市町村の企業担当者を支えるチームを創設してほしい

が、各地との連絡が難しければ民報社がパイプ役となってもよいと考えている。 

（石川）先ほど述べたとおり経営課題を解決するという方向性で支援をしているが、民

報社と同様、利益に直結しなければならないというというところがどうしてもあるので、

事業承継や販路拡大といったところが優先される。中長期的な視点も重要であると認

識している。 

（佐藤）県内でセミナーが様々開催されているが、ダイレクトに企業に落ちていないよ

うに感じている。その点、企業に密着している銀行が担えるかもしれないが、知財に

ついて短い面談時間で説明することはできていない。何か悩みに応じた支援を記載し

たメニュー表のようなものがあれば助かる。 

増山ＰＤの訪問に同行し、知財を切り口とした支援、事業性評価の勉強をさせてもら

った。若手の担当も同行している。増山ＰＤの派遣はぜひ継続してほしい。 

（大越）県内で使える特許は１００件程度しかなく、まだまだ少ない状況。日本では大

学で初めて知財を知るのが普通だが、米国では高校から知っているというのが普通

である。知財を学ぶのは若い方がいい。ただ、重要なのはビジネスモデルであって、

まずはそこを教育し、知財はその中の一つのツールである、という教育をしていくこと

が重要と考えている。 



また、大学では最近、お金がないので単独出願ができず、企業との共同出願が多

い。また、ギャップファンド（検証のための資金）が不足している。共同出願ではお金

は企業側に持ってもらえるようにするが、この場合、権利を自身で自由に使うことはで

きなくなる。国際出願も増えている。 

（本田）ハイテクプラザを利用してくれる人達はいるが、通い詰めてくれるような人達は

少ない。 

大越先生と同様、ビジネス初の知財という流れで理解することが重要と考えている

が、そこに気づいていない企業は多い。そういう意味では、増山ＰＤのようなビジネス

視点の支援や、弁理士会のニーズ視点のマッチングはよいのではないかと思う。 

（佐藤辰）知財キャラバンは、まだまだ。知財教育は、小中高大それぞれについてコン

テンツ、人員共に充実している。郡山北高校に進めたのだが、忙しいということで断ら

れた。 

（本田）郡山北高校はハイテクプラザの見学を行っているが、その間教師は引率くら

いしかしなくてよいし、かなり楽なイベントと思っているのではないだろうか。だとする

と、弁理士会の知財教育も喜んでもらえそうなものだが、もしかしたら、自分たちで

色々考えなければならないと思われており、コンテンツや人員が充実しているというこ

とが十分に伝わっていないのかもしれない。 

（渋谷）皆さんの話を聞いていると、いろいろな支援を用意していただいているが、利

用者としては、支援機関が物理的に一カ所に固まっていてくれるとありがたい。また、

しかるべき支援を紹介してもらえると助かる。 

知財の重要性は十分わかっているつもりではあるが、仕事に夢中になっているときに

は気づかないことが多い。また、以前とある技術で特許を取ったが、そのときは発明

協会の鈴木氏にアドバイスをもらった。自分では特許など取れないと思っているような

ものであっても、見方を変えれば取れるものであり、知財の専門家に入ってもらうこと

で見方を変えることができる。知財意識の低い人達をどうやって意識づけていくかが

重要であると思う。 

（佐藤辰）適切な専門家に巡り会えないというのは問題である。弁理士ナビは、一般

的すぎるので、そういう点でいうと、四国は四県全てのコーディネーターがＤＢ化され

ており、必要な専門家を一覧できて選択できるようになっている。福島でもこれを実現

できるとよいと考えている。人のＤＢと事業のＤＢをうまく作成することが重要である。 

（大越）福島でもコーディネーター会議で一度そのようなものが作られたことはある

が、更新されていない。 

（渋谷）自分の場合はまずは市のコーディネーターを頼り、そこから発明協会を紹介し

てもらった。 



（佐藤辰）県が交通整理をするべき。現在でも月一回の集まりはあるが、形だけとなっ

ている。何か、ボックスに今あるものを投げ込んで、必要なときに取り出せるようなも

のを作れないか。 

（堀江）四国の事例は後ほど調べておこうと思う。四国四県で実現できていることを思

えば、福島一県だけならまだ楽であるとは思えるが、形だけ作って維持できなければ

意味がないので、メンテナンスがしっかりできるような仕組みを考えなければならな

い。 

（佐藤辰）セミナーが色々あることに関していえば、セミナーの内容に応じていくつか

の階層に分けて、階層ごとに整理するとよい。同じ知財であっても階層が異なれば、

対象者が異なるので同時期に開催しても問題ないだろう。 

（大越）２月と６月に大勢が集まる連絡会議をやっていたと思うが、その場を利用する

ことはできないのか。 

（本田）あの会は大きすぎて、各人が報告するだけの報告会の場になっている。その

場を利用しての意見交換は難しいだろう。 

（大越）この勉強会での議論だと、このメンバーにしか共有されないということを懸念し

ている。むしろ大きな会議の場を活用すべきでは。 

（石川）知財ビジネス評価書を利用しているが、広がりが課題であると感じている。正

直この評価書が企業に直結していない。 

（渋谷）我々としては、事業が他人の権利に抵触していないかというところが一番心配

なところ。 

（佐藤辰）クリアランス調査はプロに頼むべき。自身である程度調べていたとしても、

見逃しがあっては意味がない。 

 

※今後、別紙１の俯瞰図、別紙２の取組概要を随時追記・リバイスしながら、議論を

深めていく予定。 

※次回は、１２月４日の有識者委員会の前（１３：００～）で開催予定。 
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1． 開催の挨拶 （特許庁 赤穂氏） 

2． 本事業における現在の支援状況について 

3． 福島県における知財活用状況分析の報告について 

4． BPD 派遣の効果検証について 
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暫定SROI値に含まれているアンケート調査先（支援機関）

＜参考＞調査を実施した全ての支援機関からの回答をSROI値に反映させています

産業支援機関

アンケート
調査先

調査先の
選定基準

BPD派遣の効果を測定するために、BPDと一緒に支援先企業へ同行したことのある支援機関の方

＃ 企業・団体名（順不同） SROI値算定有無 所在地

1 （一社）福島県発明協会 ✔ 福島市

2 福島県中小企業団体中央会 ✔ 郡山市

3 白河市産業部商工課 ✔ 白河市

4 産業サポート白河 ✔ 白河市

5 郡山市産業観光部産業創出課 ✔ 郡山市

6 田村市総務部経営戦略室 ✔ 田村市

7 東邦銀行 ✔ 福島市

8 福島県産業振興センター ✔ 郡山市

9 福島民報 ✔ 福島市

10 喜多方市企業立地・企業支援推進室 ✔ 喜多方市
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＜参考＞ SROI値に含まれている支援企業は14社内8社です

アンケート
調査先

調査先の
選定基準

＃ 企業・団体名（順不同） SROI値算定有無 所在地

1 相馬焼 いかりや商店 ✔ 白河市

2 白河だるま総本舗 - 白河市

3 佐川だるま - 白河市

4 合同会社WATASI JAPAN ✔ 白河市

5 ティエフオー株式会社 ✔ 白河郡矢吹町

6 日ノ出工機株式会社 - 郡山市

7 株式会社アサヒ研創 - 郡山市

8 株式会社ケイエスエム ✔ 郡山市

9 齋栄織物株式会社 - 伊達郡川俣町

10 情報整備局 ✔ 須賀川市

11 有限会社くだもの畑 - 福島市

12 マクタアメニティ株式会社 ✔ 福島市

13 株式会社ハート・プラザ ✔ 喜多方市

14 株式会社想いを創る ✔ 会津若松市

支援企業

条件①BPD支援の効果を測定するために、少なくとも2回以上打合せを行い支援している企業
条件②打合せ数は少ないが、今後の支援の展開が見込まれる企業

暫定SROI値に含まれているアンケート調査先（支援企業）
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参考資料４ SROI評価について
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アンケート調査結果（部分的な結果）

支援機関においては事業化推進意欲や、知財活用の重要性の認識の向上し、支援
企業においては売り上げ増加見込みや知財に対する認識向上の効果がみられた

支援企業（10企業の結果概要）支援機関（10団体の結果概要）

（合）WATASI JAPAN、（株）KSM、いかりや商店、マ
クタアメニティ（株） 、情報整備局

具体的なアクション内容（複数回答）
1：知財関連のセミナーへの社員の受講が増えた 2企業
2：知財関連のセミナーや研究会を社内で開催した 2企業
4：知財関連の知識・情報を獲得するために外部のサービスやコン
サルティングを利用し始めた 3企業
5その他：具体的に事業戦略の中で知財を入れることができるよう
になった 1企業

【今後類似事業支援を希望する企業（該当設問問5-3）
※回答5社うち一部記載

 具体的な販路が欲しい
 弊社の保有する販路以外のコンタクトの円滑化
 自治体との間を取り持ってほしい
 営業手法を教えてくださった。パンフレット作製も助言を下さり
売り上げ増加が見込まれる

否定的回答・未記入の企業（3企業：（株）ハート・プラザ、 （株）想
いを創る、ティエフオー（株）、齋栄織物（株））については、打合せ
回数が少なく、派遣効果は見られない、半年では難しいなど回答
不可との意見があった

産業サポート白河、白河市、郡山市、中小企業団
体中央会、INPIT、田村市、喜多方市、東邦銀行

※一部記載

 次年度以降もBPDを派遣していただくことで市・産サポ等にノ
ウハウの共有を図っていただきたい

 派遣事業終了後も是非継続して支援をお願いしたい

 知財活用という取り組みをもっと多くの方々に知っていただけ
る事業であると思います。実際に販路拡大や売り上げ増加に
つなげる支援、実績がでるようご尽力いただければありがた
いです

 相談者に対し具体的な販路を提案いただけることは非常に助
かる。本事業については継続して実施いただきたい

 県・市・団体・企業とかなり機関が協力する事業です、表面的
に終わらず、ビジネスの流れをつくる事業にしていただければ
と願います

 今後もBPD派遣事業が継続されることを希望し、共に地元企
業を支援したい

事業化
関連

知財
関連

中小企業の事業化推進について理解や意欲のある人材
が増加した団体（該当設問問2-1）

8団体

中小企業振興における知財活用の重要性に関する認識
が向上した人材が増えた団体（該当設問問2-2）

産業サポート白河、白河市、郡山市、中小企業団
体中央会、INPIT、田村市、喜多方市、東邦銀行8団体

事業化
関連

知財
関連

売上増加が見込まれる企業（該当設問問2-4）

5企業

知財への認識が向上した企業（該当設問問2-5）

6企業

その他

コメントコメント

（合）WATASI JAPAN、（株）KSM、いかりや商店、マ
クタアメニティ（株） 、情報整備局、アサヒ研創（株）

2月18日時点
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10 喜多方市企業立地・企業支援推進室 ✔ 喜多方市
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条件①BPD支援の効果を測定するために、少なくとも2回以上打合せを行い支援している企業
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１． 評価の目的と評価実施方法 

（１） 「福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業」の目的と概要 

本レポートは、特許庁よりデロイトトーマツグループの有限責任監査法人トーマツ（以下、トーマツ） 

が受託し実施した「福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業」に関して、事業の効果測定を行う

ものである。 

「福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業」（令和年度）（下記参照）では、新規事業創出の

専門人材「ビジネスプロデューサー」（以下、BPD）を福島県内の公的機関に派遣し、地域が保有する技

術力や知的財財産を地域の課題に根差した事業のなかで活用することにより地方創生を促進することを

目的としている。 

BPDは知的財産を最大限に発揮するために、事業化を構想し、事業をプロデュースする能力を持った

専門家であり、地方に不足しがちなキャッシュフローを生み出す事業構想力を持った人材である。BPD

には、その事業構想力と専門性を活かした地方の知的財産の発掘・事業化支援が期待されている。本事業

BPDには、本事業の前身事業「地方創生のための事業プロデューサー派遣事業」にて、静岡県で活動し

て高い実績をあげた人物が選任された。 

 

福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業 

【事業の目的】 

福島県中小企業の知財を活用したビジネス化に取り組み、地方創生に貢献 

【事業の概要】 

 特許庁「福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業（令和元年度）」では、新規事業創
出の専門人材「ビジネス プロデューサー」(BPD)を、福島県内の産業振興機関を活動拠点にし

て、企業等に派遣し、地域が保有する技術力や知的財産を地域の課題に根ざした事業の中で活

用することで、地方創生の促進に取り組む。 

 BPD は、地域における事業化機能拡充のため、メディアや金融機関を含む地域ネットワーク

を構築・活用しながら、潜在ニーズ・シーズを掘り起こして事業を構想し、ニーズとシーズの

マッチングから事業資金調達、販路開拓まで含めた事業創出環境の整備・ 促進のための活動

を支援する。 

 昨年度まで実施された特許庁「地方創生のための事業プロデューサー派遣（平成 28~30年度）」 

にて豊富な実績を挙げた BPDが、令和元年 9月を皮切りに福島県に派遣され、併走型の地域

ビジネス促進活動を行う。 

出所：デロイトトーマツウェブサイト (2019) 「福島知財活用プロジェクトを特許庁から受託」から筆

者作成（https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/public-sector/articles/lg/fukushima ip project.html） 

 

本事業では、BPDには、地域の産業振興の中核機関である公益財団法人福島県産業振興センターと連

携して、地域の事業創出活動の活性化を図ることが期待された。トーマツには本事業の事務局として、

BPD事業化支援を行うにあたり、より効果的な支援を実施するため地方創生や知的財産活用、ベンチャ

ービジネス、地域金融などのあらゆる分野から有効なノウハウや有力なネットワークなどの提供支援を

行い、地域経済の活性化に貢献することが期待された。図表１が、事業実施のイメージ図である。 
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（便益）の算出が容易にできるような工夫が施されている。最終的には、インパクトマップ上に記載されたアウト

カムに関するデータ、指標、算出方法等をもとにそのプログラムによって創出された総価値額（総便益）、純便益

（総便益－総費用）、社会的投資収益率（SROI）が推計される。 

（３） ロジックモデル 

しかしながら、実際には最初から指標まで落とし込んだインパクトマップを作成することは難しい。そこでイン

パクトマップではなく、まずロジックモデルを作成することを通じて、そのプログラムに適切なアウトカムを確定

する方が容易である。ロジックモデルとは、プログラム（事業）がその目的を達成するまでの論理的な因果関係を

記述したり、業績測定のための指標を設定したりするために、「アクティビティ（活動）―アウトプット―アウト

カム」の各局面を間の関係を連鎖図で示したものである。インパクトマップにせよ、ロジックモデルにせよ、「イ

ンプット」「アウトプット」「アウトカム」「インパクト」の概念が明確に理解されなければならないが、それぞ

れの概念は一般に図表５にように定義される。 

なお、「インパクト」はしばしば「アウトカム」と混同される。しかしながら、SROI等インパクト評価で計測

の対象となる「インパクト」はあくまでもそのプログラムの実施によって生じたアウトカム（成果）を意味する。

すなわち、単に前後比較で肯定的な変化（「上市件数が増加した」など）が生じたとしても、その変化の原因すべ

てをその支援に帰することは不正確であり、過大評価となる可能性がある。他の外生要因の影響を排除できないか

らである。したがって、最終的なインパクトの算出に当たっては、「当該プロジェクトが無くても生じたアウトカ

ム」（反事実）や、その介入（支援等）がどの程度変化に寄与したか（寄与率）が考慮されなければならない。特

に反事実をどのように扱うかは、効果の因果関係を踏まえた上で効果測定を行うインパクト評価において重要で

ある。すなわち、プログラムに起因するインパクトを証明するには、「原因が起こったという『事実』における結

果と、原因が起こらなかったという『反事実』における結果を比較しなければならない」（中室・津川：36-37）

のである。SROIのような費用便益分析においても、反事実状況との比較が大前提となる3。すなわち、SROI分析

が対象とするプログラムの状況と、そのプログラムがなかった場合の状況（反事実）が比較され、インパクトは両

者のアウトカムの差異（differences）として計測される（Boardman, Greenberg, Vining and Weimer. 2011:288 ）。 

また、SROIによっては、当該プロジェクトによるアウトカムが単にネガティブなインパクトとして他の地域な

どに置き換えられたりする効果（置換効果）を考慮する場合もある。図表６は、「インパクト」算出における鍵概

念を整理したものである。 

 

  

                                                   

3 SROIでは、反事実ではなく、「死荷重」（deadweight）という表現を用いている。しかし、死荷重が本来、

ミクロ経済学などでは、政府による規制、課税、補助金などによって、総余剰が減少する厚生損失を意味する

ことからすれば誤解を招くおそれがある。 







 

 

 

9 

３． 本評価におけるSROI分析 
（１） 本SROI評価の基本枠組み 

本評価では、SROIを用いて、「福島知財活用プロジェクト事業創出実証研究事業」（以下、福島知財活用プロ

ジェクト事業）というプロジェクトのインパクトを計測し、最終的には貨幣化し、SROI（社会的投資収益率）を

算出した。 

（２） SROI評価対象 

福島知財活用プロジェクト事業は令和元年 9月から令和 2年 3月までの事業ではあるが、本SROIで評価対象

とするのは、令和元年度（令和元年9月から令和2年9月まで）の１年間でBPD派遣によって生じた、あるいは

生じると予測される効果（インパクト）である。 

本SROI評価で、直接的な受益者（ステークホルダー）として位置づけたのは、BPDが実際に事業化支援を実

施した支援先企業と、BPDの派遣先機関や連携先（地域産業支援機関）である。アウトカムについては、前述し

たロジックモデル上にも記載した通り、支援先企業あるいは支援機関の社員の意識・行動の変化といった個人レベ

ルのアウトカムに加えて、売上高増、上市件数増といった実際にキャッシュを生み出すような事業化関連のアウト

カムも設定している。 

図表8-1、図表8-2に、主要ステークホルダーのアウトカム（便益）リストを掲載した。アウトカムリスト（便

益項目表）は、ステークホルダー（支援先企業、産業支援機関）ごと、アウトカムの定義、アウトカムを定量化す

るためのアウトカム指標を一覧にしている。アウトカムは計測可能である必要があるので、割合あるいは実数（人

数や増加件数、増加金額等）が指標となる。アウトカムの成果量を測るために、前述したように支援先企業と産業

支援機関向けのアンケートを実施した。 

基本的に成果量についてはアンケートにより把握したが、メディア等に活動が取り上げられることによる宣伝

効果、いわゆるパブリシティ効果も、事業の社会的認知度が飛躍的に高まるという点で重要なアウトカムであるの

で、トーマツ事務局を通じてメディア情報を収集した。こうしたパブリシティ効果は、通常、広告費換算を通じて

貨幣化される。本評価でもその手法を用いた。例えば、新聞記事への掲載については「新聞掲載面積×新聞広告料

金単価」によって算出した。 
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今後の事業推進、事業改善、施策・事業の社会的認知・理解の向上に多少なりともお役に立てれば幸甚で

ある。 
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